
- 1 -

原子力委員会 

新計画策定会議（第２１回） 

議事録 

１．日 時 平成１７年３月１６日（水） １４：００～１６：３０ 

２．場 所 タイム２４ビル セミナールーム３

３．議 題 

（１）エネルギーと原子力発電

（２）その他

４．配布資料 

資料第１号 エネルギー政策における原子力発電

資料第２号 新計画策定会議（第１９回）議事録 

資料第３号 御発言メモ 

資料第４号 研究開発に関する論点（素案） 

参考資料１ 原子力発電に関して、現行長期計画の記述及びいただいたご意見 

５．出席者 

委 員：近藤委員長、井川委員、井上委員、内山委員、岡﨑委員、勝俣委員、河瀬委員、 

神田委員、木元委員、齋藤委員、笹岡委員、佐々木委員、末永委員、住田委員、 

田中委員、千野委員、殿塚委員、中西委員、庭野委員、橋本委員、伴委員、藤委員、

前田委員、町委員、山地委員、山名委員、吉岡委員、和気委員、渡辺委員 

内閣府：佐藤内閣府審議官、戸谷参事官、後藤企画官、森本企画官、犬塚補佐 

資源エネルギー庁：柳瀬課長、赤石室長 
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６．議事概要 

（後藤企画官） それでは、おおむね定刻となりましたので、第２１回の新計画策定会議を

開催したいと思います。 

 それでは、委員長、よろしくお願いいたします。 

（近藤委員長） こんにちは。第２１回になりましたけれども、新計画策定会議を始めさせ

ていただきます。ちょっと風邪気味で声がいつもと違っていますけれども、お聞き苦しいか

と思いますけれども、よろしくお願いいたします。 

 本日は、主としてはエネルギーと原子力ということでご議論をいただくことかと思います

けれども、前回お約束しました研究開発に関する論点整理についての若干の経緯をご紹介し

たいと思います。 

 では、まず事務局から資料の確認をお願いします。 

（後藤企画官） それでは、資料の確認をさせていただきたいと思います。 

 本日のお配りしている資料は参考資料を入れて５種類でございます。 

 資料第１号といたしまして、「エネルギー政策における原子力発電」という形で資源エネ

ルギー庁のクレジットが入ったパワーポイント形式のものが１つございます。それから、第

２号といたしまして第１９回の議事録、それから、第３号といたしまして御発言メモ、それ

から、第４号といたしまして「研究開発に関する論点（素案）」というものがございます。 

 それから、参考資料といたしまして「原子力発電に関して、現行長期計画の記述及びいた

だいたご意見」という参考資料を配ってございます。あと、席上には第２０回の議事録を配

付しておりますので、ご確認の上戻していただければというふうに思ってございます。 

 今のところで資料の過不足がございましたら挙手の方をお願いしたいと思いますが、よろ

しゅうございますでしょうか。 

 それでは、委員長の方から議事の進行をお願いしたいと思います。 

（近藤委員長） それでは、本日のエネルギーと原子力の審議に入る前に、資料第４号をお

手元に配付してございますが、これについて少しご説明申し上げます。 

 これは前回、研究開発についてご議論をいただきましたところ、大変活発に多種多様なご

意見、ご提言をいただいたところ、なかなか論点を整理するのは時間がかかって間に合わな

いかもしれないと思いつつ、しかし事務局に努力していただいて、何か紙は出しますと約束

したところ、やはり思ったとおり大変時間がかかりまして、なかなか事務局内での議論が収

束しないということなんですが、それで昨夜までごちゃごちゃやっていたんですけれども、

どうも私個人としてはちょっとまだかなり不満で点数をつけがたいんですけれども、しか

し、大変ご尽力いただいたので出しましょうということで、資料第４号としてお手元に置い

てございます。 
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 これについては、今日ご議論いただくことはいたしませんが、前回の放射線利用について

のまとめの紙、そして今日のご議論も、今日で終わるか、もう１回やるか、もう２回やるか

わかりませんけれども、その中で恐らく技術開発についての問題提起がなされるに違いない

ところ、そうしたものを合わせて１つの研究開発にかかわる論点整理をするのかなと、そう

いうことを考えているところでございます。 

 とりあえず今、何をこの紙に書いてあるかということでございますが、第１には、やはり

研究開発は何らかの意味の類型化をして、その類型ごとに国の関与のあり方というものがあ

るのではないかという、ある意味では当然のことでございますけれども、そうしたことで、

これについてそれぞれにどういう考え方になるのかということを少しく考えていくと。 

 それから、第２番目としては、原子力の研究開発のさまざまな研究開発のことにおける相

対的関係とか、またそれから原子力の中でもさまざまな研究分野と課題があるところ、それ

に対する選択と集中とか、それから適切なポートフォリオの設計とかそういうような議論、

そして、それを踏まえた資源の有効配分ということ、そういう全体像についてどういうふう

に考えていくのかなということを、大きく分けるとエネルギー分野と放射線利用の分野があ

るので、それぞれ特徴があるに違いないところを少しく論点を整理したいなという論点整理

になってございます。 

 ３番目が実用化を目指した研究開発の推進のあり方についてということで、国と関係組

織、研究組織あるいは行政庁の間の連携・協働ということが恐らく重要であるところ、それ

をどういうふうに設計をしていくのかなということについて。 

 それから、第４としては、いわゆる大型の研究開発施設というものについての考え方、こ

れまでのもの維持、それから今後新しく整理する等々について少しくものを考える論点から

また整理していく必要があるのかなと。 

 第５点としては、いわゆる評価のシステムを従来も強調しているところでありますが、少

しくあり方を精査し、今後の取り組みについての基本的な考え方を書き込んでいくべきでは

ないか。 

 最後に、あまり議論はなかったかと思いますけれども、いろいろお話を伺っていると、い

わゆる知識管理というか、マネジメントという考え方で整理できる課題があるのかなと。つ

まりどういうところでどういう種類の知識が発生し、それをどう体系化・構造化し、かつ共

有物としていく、あるいは将来、未来への財産として整備していく、そういうことについて

真剣に考えるべき時期が来ているのではないかということで、それについて少しくシステム

論を議論してはどうかなと、こんなことをとりあえず論点としたわけですが、これについて

まだまだシステマチックな形になっていませんので、ぜひこれについては、しかしこういう

ような整理を、殊に皆様のご意見を踏まえつつ重要課題があるのかなと、今後の原子力政策
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を進めていく上での重要なポイントがあるのかなと思っているところでございますので、こ

れについてご賛成、ご反対、あるいは足し込むべきこと等々、自由にぜひお考えを書面でお

寄せいただけるとありがたいなというふうに考えているところでございますので、よろしく

お願いいたします。 

 以上のような取り扱いで、この紙についてはご理解いただければと思います。 

 それでは、早速本日の課題でありますエネルギー政策における原子力発電ということで、

資料を用意してます。これは資源エネルギー庁に資料を用意していただきましたので、この

資料の説明を資源エネルギー庁の柳瀬課長からお願いいたします。 

 よろしくお願いします。 

（柳瀬課長） 資源エネルギー庁原子力政策課長の柳瀬でございます。 

 それでは、お手元の資料第１号に基づきまして説明をさせていただきます。 

 今回、いただいたお題目はエネルギー政策における原子力発電ということでございました

ので、資源エネルギー庁の方から、私どもの考え方及び電気事業者さんからお伺いした電気

事業者さんの考え方をまとめて整理をして、一括してご提示をさせていただいております。 

 ページ数が右下にございますので、それを見ながら、ちょっと厚くなりましたので、飛ば

し飛ばしポイントだけご説明をさせていただきたいと思います。 

 右下の２ページでございますが、まずエネルギー施策上の政策は目標は何かということは

法律で明確に規定をされてございます。これは平成１４年にできましたエネルギー政策基本

法で、エネルギー政策の政策目標として、１.エネルギーのセキュリティー、２.地球環境問

題というふうにエネルギーの政策目標が法律上明定をされてございます。この２点につきま

して、まず世界がどうなり、その中で原子力はどうなっているのかということをご紹介をし

たいと思います。 

 ずっとめくっていただきまして右下９ページでございます。世界の２１００年に向けての

エネルギー消費の見通しでございますが、左側を見ていただきますと、この赤い楕円で囲っ

てございますのが発展途上国の１人当たりのエネルギー消費でございますけれども、見てい

ただきますと、圧倒的に先進国に比べて一人当たりのエネルギー消費量が今は少のうござい

ますけれども、２１００年ぐらいまでにかけましてこの地域間格差がかなり縮まる。これに

人口増加も加わりますので、右側のグラフでございますけれども、エネルギーの総消費量を

見ていただきますと、２０００年に発展途上国のエネルギー消費は大したことございません

が、２１００年にかけて上昇している分はほとんど全て発展途上国、これが６倍に伸びてい

くということでございます。 

 右下１０ページでございますけれども、その中でも特に目立つのが中国、インドというア

ジアの途上国でございます。赤い横長の楕円形がございますけれども、現在の石油の輸入依
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存度、アジア途上国、中国、インド、東南アジアですが、約４割まで上がってきてございま

すが、わずかあと３０年でこの輸入依存度が約８割という倍近いところまで輸入依存度が高

まっていくということで、アジアの石油の需給逼迫は相当深刻だということでございます。 

 １枚めくっていただきまして１１ページでございますが、石油の供給の方、これは石油の

資源量については諸説ありますので決め手を欠きますが、過去の事実だけを書くと、過去４

０年間、１０年ごとの新規油田発見量は、１０年ごとにだんだんこの棒グラフ減ってきてご

ざいます。それに対して生産量は増えてきてございます。この２０年間、新規の油田開発よ

りも生産の方が上回っているという状態でございます。これが世界で石油の資源枯渇を心配

する動きが急速に高まっている背景でございます。 

 １２ページでございますが、左下の円グラフを見ていただきまして、世界の石油の中東依

存度でございますけれども、これは現在２５％、これは日本もアメリカもみんな中東依存度

を下げるという政策目標を持ってございますが、右側の表を見ていただきますと、資源賦存

量が中東に６割以上あるものですから、政策的にいかに努力をしても中東依存度は上がって

いかざるを得ないということでございます。 

 １枚めくっていただきまして１３ページ、石油がそれなら天然ガスがいいじゃないかとい

う声が最近日本で特に聞かれますが、当然、世界は石油が厳しくなってくると天然ガスに走

っているわけでございますが、そういうことで世界の天然ガス需要も２０３０年までに倍増

をするというふうな見通しでございます。 

 ２枚めくっていただきまして、１５ページでございます。特にその中でも深刻な中国、イ

ンドを取り上げてみましたが、中国につきまして、１５ページの左の図でございます。石油

の生産は徐々に頭打ちをして減っていく。一方で、消費量は相当順調に伸びていくというこ

とで、輸入依存度は８割近くを輸入に依存する体質になるわけであります。 

 右側の天然ガスにつきましても、棒グラフ、２０００年ほぼ現在は生産と消費が均衡して

輸入がほぼゼロということでございますが、わずか２０年で、生産も増えますが、消費が圧

倒的に増えるものですから輸入依存度は２割を超えていく、この先はどんどん輸入依存度が

上がっていくということでございます。 

 右下１６ページ、電力需要だけ見ましても、中国の１年間の電力需要の増加分だけで見て

いただきますと、去年は１６８０億ｋＷｈ、これはボリューム感でいうと、一番下に書いて

ございますが、関西電力１社全体の総発電電力量を上回るような需要が毎年毎年ぼこっぼこ

っと中国では出てきているわけでございます。 

 １枚めくっていただきまして１７ページ、中国がこれだけ深刻なエネルギー事情を抱えて

いるものですから、今はアゼルバイジャン、オマーン、シリア、あらゆるところで石油・天

然ガスを取りに行って、今や領土問題を侵してでも東シナ海で天然ガスを取ろうというとこ
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ろまでやっているのは、別に日本に嫌がらせをしているわけではなくて、これほど中国は深

刻だということで、中国の最近のしゃにむに原子力開発を進めるのもこういうのが背景にあ

るわけでございます。 

 １８ページでございます。インドも状況は似たり寄ったりでございまして、インドのエネ

ルギー需要、２０３０年までに倍増、１枚めくっていただきまして、１９ページ、インドで

も石油の生産はこれから減ってまいります。一方で、需要はどうしても増えていきますの

で、２０３０年にはもう９割を超える輸入依存度になるということで、２０ページでござい

ますが、インドも同様にイラク、ミャンマー、シリア、リビア、こういったなかなかちょっ

と外交的には相当リスキーなところにでもなりふり構わず資源獲得に走っているということ

でございます。 

 次に２１ページでございますが、片や日本でございますけれども、第１次オイルショック

以降、必死になって脱石油ということで、原子力、天然ガスをやってまいりましたけれど

も、今でもエネルギーの半分は石油に依存をしてございます。 

 ２２ページでございますけれども、特に日本の場合は、地理的にも北海油田、あるいはメ

キシコ湾の油田などが遠いこともありますので、石油のほとんどを中東に依存をしていると

いうことでございます。さらに、全体としてのエネルギー自給率は先進国の中で最も低い４

％に過ぎないということでございます。 

 １枚めくっていただきまして２３ページ、ウランにつきましては、石油に比べますと賦存

状態がオーストラリア、カナダ、アメリカといったような比較的政情の安定している国にか

なりの量があるという意味で、セキュリティー上の有利な点がありますし、２４ページでご

ざいますけれども、高速増殖炉、以前ここでも議論されましたけれども、それが実現をされ

れば準国産エネルギーが入手をできるという可能性を秘めたエネルギー源だということでご

ざいます。 

 １枚めくっていただきまして、２５ページ、今までセキュリティーの話を申しましたが、

第２点にＣＯ２問題でございます。今、京都議定書でＣＯ２問題が大騒ぎをしてございます

が、この２５ページの図を見ていただきますと、現在、ＣＯ２の排出量の半分以上が先進国

でございますが、むしろ、これから途上国が大幅にＣＯ２の排出量が増えていく。そういう

意味では、２１００年を見ていただきますと、今２０１０年前後の京都議定書のタイムレン

ジで大変だ大変だとなっていますが、むしろ、ここから先、２１００年にかけてＣＯ２問題

ははるかに深刻になるということでございまして、２６ページ、赤い字で書いてございます

けれども、ＣＯ２排出抑制というのはむしろ２０１０年問題というよりは、２１００年ある

いはその先にかけて長期的に取り組んでいかなければいけない課題だということでございま

す。 
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 １枚めくっていただきまして２７ページでございます。よく天然ガスによってＣＯ２問題

を解決するように受け取られる向きもございますけれども、ライフサイクル全体で見ても、

天然ガスは石油に比べて３割ほどＣＯ２排出量が少のうございますが、やはり相当の量の 

ＣＯ２は出るということでございます。原子力は発電過程ではＣＯ２は出ませんが、そこの

コンクリートですとか鋼材ですとか、そういうものをつくる過程で出るＣＯ２を勘案して

も、天然ガスの２０分の１以下のＣＯ２発生量だということでございます。 

 ２８ページでございますけれども、実際に現在の日本の原子力発電を石油、石炭に半々ず

つに置き換えてみた場合でございますけれども、２８ページの下半分でありますが、緑色の

矢印、約２割ＣＯ２が増えるわけでございます。その一番下ですけれども、さらに原子力を

全部天然ガスに転換した場合でもＣＯ２は約１割増えてしまうわけでございます。 

 １枚めくっていただきまして２９ページでございます。よく水素社会が来ればＣＯ２は一

切出ないというふうな議論がありますけれども、問題は、水素を何から作るかということが

問題でございまして、これも天然ガスから水素を作るという今の原子力の考え方をやった場

合、ガソリンよりはもちろんいいわけですけれども、それでもＣＯ２が半分ぐらいに減るに

過ぎないということでございまして、原子力を利用して水素を製造した場合にはほとんど発

生をしないということでございます。 

 それから、３０ページでございます。ＣＯ２の排出削減にはもちろん太陽光、風力などの

新エネルギーの導入が大変有効ですし、これは全力を挙げてやっていくということでござい

ますが、現時点では経済性、あるいは供給安定性などの面で課題が存在することも事実でご

ざいまして、特に太陽光とか風力のような自然エネルギーですと、どうしても出力が変動し

やすいのでバックアップ電源が必要になるということでございます。 

 このポンチ絵は、仮に原子力発電所１基、１００万キロ級の原子力発電所１基を同じ電力

量を太陽光あるいは風力で発電しようとした場合、太陽光だとパネルを山手線いっぱい、風

力だと山手線エリア３.５個分も置かないとその発電量を賄えないということで、なかなか

大事ではあるけれども、ボリューム的には容易ではないなという感じがいたします。 

 １枚めくっていただきまして３１ページでございます。それでは、長期的にエネルギー需

給はどうなるのかということですが、総合エネルギー調査会では２０３０年までの需給見通

しを出してございます。その先は、総合エネルギー調査会としてはつくっておりませんが、

２１００年ですので、どのような世界になっているのかが見えづらいので、あまり細かい数

字を詰めた議論をしても意味がないわけですけれども、ざくっとしたボリューム感を見てみ

ようということで粗々に計算をしてみました。 

 ここに仮定というふうに書いてございますけれども、コンサバティブに見るという観点

で、相当思い切った省エネと新エネを前提にしてみました。省エネルギーは、２１００年に
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かけてＧＤＰ当たりの最終エネルギー消費が現在の３分の１まで省エネをする、新エネルギ

ーは現在の約１８０倍に拡大をするという前提で計算をしてみました。その上で、原子力に

つきましては、総合エネルギー調査会の２０３０年のレファレンスケース、現在から約１０

基建設を増やした状態ですけれども、その５８００万キロワットを２１００年まで横ばいで

置いた場合にどうなるかという計算でございます。 

 ３２ページを見ていただきますと、一番上に最終エネルギー消費というのがありますが、

これは人口減少と大幅な省エネによりまして相当減っていくという数字の計算になってござ

いますが、電力需要につきましては、１人当たりＧＤＰなどの過去の数字などを使って推計

をすると、電力化率はどうしても上がっていくということでございますので、２１００年に

かけて電力需要はあまり減らないということでございます。それに青い部分が新エネルギー

で、これが２１００年にかけて増えていくわけでございまして、原子力発電を２０３０年以

降、横置きをしてみた場合の結果でございますが、３２ページの右下でございます、一次エ

ネルギー消費全体の約１７％、電力需要の約３２％ということで、一次エネルギー消費の比

率は現在の１２％から上がるわけでございます。電力需要に占める比率は、ほぼ今と同様だ

ということでございます。 

 それで、１枚めくっていただきまして、３３ページを見ていただくと、今のように大胆な

省エネ、新エネで原子力横置きした場合のＣＯ２の発生量でございます。ここでレファレン

スケースと書いてあるのが今のケースでございますが、ＣＯ２の発生量は徐々に２１００年

にかけて減っていくわけでございます。その下に黄色い帯が入っていますけれども、この黄

色い帯は、ＣＯ２の大気中の濃度を安定化させるためには世界で現在の排出レベルの半分以

下にする必要があるということで、現在の半分の排出レベルにするのがこの黄色レンジでご

ざいます。日本は先進国でございますので、黄色いレンジをさらに下回るぐらいまでＣＯ２

の排出量を減らしていく必要があるという議論が有力になると思いますが、これだけの新エ

ネ、省エネ、原子力をやっても、まだここの半分のレンジに届かない。逆に原子力をやめて

しまった場合には、ここからさらに３割逆にＣＯ２が増えてしまうということでございます。 

 それで、３４ページでございますが、先ほど私の方が２１００年の先ほどの大胆な仮定で

計算をすると、日本の原子力に占める比率は１７％まで上昇すると申しましたが、それはど

ういうレンジかということでございますが、大体世界の全体の原子力発電の比率というのが、

赤で囲んでありますけれども、シナリオごとに違いますけれども、大体１割から３割ぐらい

の間だろうということですので、日本がその中で２割程度の原子力発電比率というのは決し

て低いと言われることはあっても、特に非合理に高いとは言えないのではないかということ

でございます。 

 １枚めくっていただきまして３５ページでございます。そうなりますと、エネルギー政策
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は、やはり原子力も新エネルギーも省エネルギーも天然ガスも、あれもこれも全部やれる手

はみんな打つということで、それでもまだ足りないぐらいという感じではないかというのが

先ほどのラフな推計でわかるわけでございます。そうしまして、我々の考え方としましては、

エネルギーセキュリティー及びＣＯ２問題を考えると、２０３０年以降も原子力発電に現在

の水準程度かそれ以上の役割を期待するというのがエネルギー政策上の考え方ではないかと

思っているわけでございます。 

 ３６ページからは海外の動きでございます。これは事実を並べたものですので簡単にいた

しますが、チェルノブイリ、１９８６年の前は、やはり世界的に順調に原子力が伸びていっ

た。３７ページ、そのスリーマイル、チェルノブイリの以降、世界的に脱原子力政策がとら

れるようになって大幅に原子力は後退をしたと。最近までそういう低迷局面にあるわけです

けれども、３８ページ以降、最近の動きということで京都議定書を始めとした地球環境問題、

途上国のエネルギー需要の爆発的な伸びということで、世界的にも原子力発電の位置づけを

見直す動きが出てきているということでございます。 

 例えばということで、一、二例を申し上げると、アメリカはブッシュ政権のもとで、２０

数年新規建設をやっていませんでしたけれども、２０１０年に原子力発電所の建設を目指す

ということで補助金、規制緩和、こういうことを相当やっているわけでございます。さらに

サイクルまで踏み込んでいるわけでございます。 

 カナダは、州ごとにエネルギー政策を打ちますが、そこのオンタリオ州などでは、環境保

護のために石炭火力をとめてしまったので、今、原子力発電所ずっととめていましたけれど

も、これを再開するというふうな動きが出ているわけでございます。 

 ヨーロッパも、引き続き脱原子力政策をとり続けているようなドイツ、イタリアなどもあ

りますが、フランス、スウェーデン、その他の国で随分最近は前向きな動きが出てございま

す。 

 それから、脱原子力政策をとってきた国でも、スウェーデン、国民投票の結果の全廃の期

限自体を撤回をし、スイスも２００３年の国民投票で新規原発の凍結とか原子力への支援措

置廃止といった提案について、２つとも否決をされてございます。 

 イタリアは脱原子力政策で全ての原発を今とめていますけれども、一昨年大停電を起こし

まして、今年に入ってベルルスコーニが原子力発電を選択肢に加える検討をするというふう

なことを言っているような動きもございます。 

 こんな動きがちょこちょこありまして、４２ページ、アジアでは、皆さんよくご存じのよ

うに中国、インド、それぞれ省エネもやるんでしょうけれども、省エネだけではとても無理

だということで、資源を取り漁るのとあわせて原子力を随分激しくやっているわけでござい

ます。 
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 ４３ページからが原子力発電をとりまく環境でございます。 

 まず最初に、やはり大変大きなインパクトがあったのは自由化であります。電力自由化を

したときに、２つの点で大きなインパクトが原子力にあったと思っていまして、１つは今ま

で需要が法的に独占をされていたわけで、原子力発電はやはり需要が安定していればかなり

競争力のある電源だと思いますけれども、そこの需要が確保されなくなった。もう１つは、

これまでのコストは全て政府が認可をすれば料金に転化をできたのが、そこが自由化をされ

てコスト回収の保証がなくなったということで、矢印でございますけれども、電力自由化を

受けて電気事業者さんは大型の長期投資に対してより慎重な姿勢を示さざるを得なくなった、

これは世界的な動きでございます。そうした中で、電力自由化に対応して原子力政策も昔の

規制時代とは違う新たなアプローチが求められているということではないかと思います。 

 ４４ページ以降は、右上に小さい字で書いてございますが、これは私どもで一括して電気

事業者さんから、責任者の方から順次聞かせていただいた電気事業者さんの考え方の最大公

約数をまとめたものでございます。 

 まず、４４ページは電気事業者さんの電源選択は今何を考えて実際に電源選択をしておら

れますかということでございますが、１番にやはりコスト、２番に投資リスク、この１から

７は別に順番ということではございませんが、やはり強く出ていたものをできるだけ上の方

に持ってきてございます。それから、環境適合性、会社の中のベストミックス、地元との信

頼関係、国のエネルギー政策との整合性、国際リスクと、こんな項目でございます。 

 そうした中で、やはり規制時代は国全体のエネルギー政策との整合性というのは極めて強

かったと思うんですが、電力自由化の中で①の経済性、②投資リスクの比重が大変高まって

きているという感じがいたします。 

 ４５ページからは、ではこれからどういうふうにやっていこうと電力会社さんはお考えか

ということでございますが、まずは、既設炉を最大限に活用していくということで、電気事

業者さんのお考えは、こういうことで例えば高経年化対策をしっかりやっていく、それから

２番目に定期検査の柔軟化をしていく、③に出力増強をしていくというふうなことを希望と

して持っておられまして、電力会社さんの考え方、あるいは必要なデータが揃い次第安全規

制当局に話をされて、安全上問題がないかどうかを安全規制当局がチェックをするというこ

とに今後なっていこうかと思います。 

 １枚めくっていただきまして、４７ページでございますが、さらにその先、その新規の原

子力プラントを建設をしていくということでございますが、そのときにどういうことを判断

して新規プラントに着手をするかということでございます。４７ページ最初の項目は経済性、

それからこれはもちろんほかの電源と比べてコストが有利であること、それから投資リスク、

これは国の政策がフラフラしないこと、バックエンドがちゃんと進むこと、地元と長期的な
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信頼関係があること、需要がある程度安定的に見込めること。 

 ４８ページは、これはプラントメーカーさんへの注文ということになろうかと思いますが、

プラントについても安全性、耐震性、被爆線量、建設期間などいろいろリクエストがあるわ

けでございます。 

 １枚めくっていただきまして、４９ページが電気事業者さんから見た今後の中長期の方向

性についてのお考えでございます。これは、今申し上げたような電源選択の要素に大きな問

題がないというふうになった場合の考え方でございますけれども、最初のちょんがついてお

りますけれども、安全確保を大前提に、地元の理解を得て新規立地をやるとともに、既設炉

は少なくとも６０年程度を目安に長期運転することを視野に入れるということで、最大限活

用する。その後、２０３０年前後から順次新設炉に代替をしていく。その際の代替炉は、今

の使いなれた軽水炉の延長線のものを考える。さらに、その炉の大きさについてはスケール

メリットが効く大型炉を中心として考えるけれども、会社さんによっては需要規模も違いま

すし、あるいは需要変動に対応したぐらいのところのレンジをとろうとすると、中小型炉も

検討すると。ただ、中小型炉をそれぞれの電力会社ごとに特注品ということはコスト的にも

見合わないので、入れる場合には標準型の炉だということでございます。 

 それから、高速増殖炉につきましては、経済性が整うという前提で２０５０年ごろから実

用の商業炉として順次導入を見込まれると。ただし、実際に高速増力炉の実現が遅れる可能

性もあるわけでございますので、その場合も、遅れる間は改良型の軽水炉でつないでいくと

いうのが基本であるということでございます。 

 ５０ページはそれをラフに、イメージを視覚的に書いてものですが、空色の部分で４０年

間既設炉を運転し、それをもう２０年ぐらい長く運転をし、その後、新設の軽水炉に切り換

えていって、２０５０年ぐらいから徐々に高速増殖炉に切りかえていくと、こんなイメージ

でございます。 

 ５１ページが、今度は原子力産業というか原子力メーカー、プラントメーカーサイドの問

題でございますけれども、赤い字で書いてございますが、早ければ２０３０年ごろに訪れる

大規模な建設時代までの間に、我が国の原子力産業の技術・安全・人材の必要な厚みを維持

できるかということが深刻な課題かなと申しますのは、１９７０年代、８０年代は相当の建

設がありましたけれども、今後二、三十年間は年間数基あればいい方という低迷が続くとい

うことで、やはり技術・人材の維持には実際のビジネスをやるということが必要だというこ

とでございます。 

 ５２ページ、これはアメリカでは実際に２０年以上新規建設が途絶えてございますけれど

も、その間に軍事技術を持つアメリカですら製造基盤を失ってしまって、最近はもう大型機

器の製造や燃料などは全てフランスあるいは日本に依存をせざるを得ない状態になっている
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ということでございます。こういったものを他山の石としましょうということであります。 

 ５３ページから、今申し上げたようなことをデータ的に申しておりますけれども、５４ペ

ージを見ていただくとプラントメーカーの売り上げは落ち、５５ページ、メーカーサイドの

エンジニア、技術者はまだ随分持ちこたえていただいていると思いますけれども、それでも

やはり減り始めている。劇的に減っているのは５６ページ以降、研究開発費、これは電力会

社さんの方の研究開発費ですけれども、これも劇的に減少していますし、１枚めくっていた

だきまして５７ページを見ていただいて、メーカーサイドの研究開発ですらかなり切れてき

ているということでございます。 

 ５８ページ以降が、それでは政府の方はどういうことをしてきたのかと、あるいはこの国

会でどういうものを用意しているのかということでございますが、５８ページ、電源立地促

進ということで、電源地域の自治体の方々に交付金を交付をしているわけでございます。 

 １枚めくっていただいまして、５９ページ、税制の関係ですと、使用済の核燃料の再処理

の引当金、これを１９８０年代から持ってございますけれども、今回の国会でそれを強化を

するということを今度の国会でご審議をいただくことを予定してございます。それから廃炉

の引当金、そのほかに地方自治体の法定外税ということで各自治体さんごといろいろな税制

を取り入れられてございます。 

 ６０ページ、制度的にはもちろん安全規制は原子力への特性にかんがみ、特別な炉規制法

を持ってございますし、最終処分場の法律につきましては、２０００年に最終処分場の法律

ができてございます。それから、６０ページの一番下、再処理につきましてその積立金に関

する法律ということで、税制と裏表ですけれども、今度の国会でご審議をいただく予定でご

ざいます。 

 １枚めくっていただきまして６１ページ、原子力発電についての制度という意味では、ネ

ットワーク関連で２つございます。２０００年に導入しました優先給電指令、日本の場合は

負荷調整運転をやっておりませんので、ゴールデンウイークとか正月とか極端に需要が下が

るときに、まずは電力会社さんが火力をとめますけれども、その上で新規参入の方の火力電

源をとめて、長期固定電源、原子力を動かしていくということでございます。 

 そのほかに、今年から導入いたします連係線利用ルールということで、これは電力会社９

社の間の送電線の利用の優先順位について、原子力発電を優先的に利用するようにしましょ

うということでございます。 

 そのほかに６２ページ、原子力損害賠償法ということで、万が一事故が起きたときに、被

害者の方が誰に請求していいのかわからない、過失の立証も大変だということで、電気事業

者さんに無過失・無限の賠償責任を集中的に負わす。そのかわり、一定限度を超える分につ

いては国の方でも支援をしていくというふうなことを規定した法律でございます。 
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 ６３ページ以降が、では今後どうしていくのかということでございます。上の枠に書いて

ある下のポチでございますけれども、やはりこれは電力の自由化と原子力政策をどうやって

整合的に進めていくのかというのがポイントでございますので、今すぐということに限らず、

以下のような項目を中心に、不断の見直しを今後やっていくことが必要なのではないかとい

うことでございます。 

 最初の方から見ていきますと、やはり安全の確保、地元理解を通じて安定的運転の確保、

国・自治体・電力メーカーも引っ込んでないで、みんな前に出て、コミュニケーションをし

て将来のビジョンを共有しましょう、人材をちゃんと基盤を確保しましょう、バックエンド

について前に進みましょう。 

 制度関連では、ネットワーク関連でどんな制度がいいのか、需要面でも負荷平準化、その

他いろいろあろうかと思いますが、どういった対応が必要か。立地推進対策も、時代時代に

合わせてどんな立地推進対策がよろしいか。税制も、今回の国会は再処理の積立金でござい

ますけれども、いろいろ今後も税制のあり方を見直していく必要があるだろうと。 

 それから、技術開発につきましても、財政資金も限られていますので、砂漠に水を撒くよ

うなやり方ではなくて、ユーザー側の電力会社の炉型戦略にうまくマッチをした形で、かつ

２０３０年までに必要な人材の開発能力はどういう分野かというのをよくフォーカスをさせ

て、そこに重点化をさせていくべきではないか。 

 国際関連につきましては、やはり今後二、三十年間、日本国内の新規立地が低迷する中で、

技術・人材を維持していくこと。安全な炉がつくれるようなノウハウを日本国内に持ってお

くというためには、やはり海外市場をとっていく必要がある。そのためには官民一体となっ

た国際展開が必要だということでございます。 

 そのほかに国際的な枠組み、あるいは国際協力も大事だと思っていまして、核不拡散、こ

れはブッシュ提案をベースにしたＧ８サミットの枠組みでやっている輸出管理を中心にした

ようなアプローチもありますし、ＩＡＥＡのエルバラダイさんがおっしゃっているような多

国間管理も、いろいろ今テーブルに載っているわけでございますが、そういったものをどう

していくか。それから、地球温暖化防止ということで、ポスト京都議定書を見て原子力をど

う位置づけていくか。それから、高速増殖炉のようなものも日本一国ではできませんから、

国際協力の枠組みをどうするかといったようなことでございます。 

 最後に星印をつけてございますけれども、安全規制につきましては、別途、規制当局が独

自の判断で適宜やっていくということで、この資料には書いてございません。 

 長くなりましたが、以上でございます。 

（近藤委員長） はい、どうもありがとうございました。 

 以上のような資料でございますが、もちろん申し上げるまでもないこと、最後の７にある
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今後の政策課題というところについて、主として新計画に取り込むことになるわけでござい

まして、もちろんどこについてもご質問、ご意見をいただいて結構でございますが、そうい

うことを念頭に置きつつご議論をいただければと幸いと思います。 

 それではご発言をいただきますが、既にご発言を紙の形でいただいている方がいらっしゃ

いますので、その方から指名したいと思いますが、よろしゅうございますか。 

 それでは、この資料第３号にとじてある順番でご発言いただくことにいたしますと、最初

に岡﨑委員。 

（岡﨑委員） ありがとうございます。 

 １ページに入ります前に１点、質問というか、確認をお許しいただきたいと思うんですが、

今日お配りしていただきました資料の３１ページ、あるいは３５ページに関連するところで

あるわけであります。ここの将来の原子力発電の需給見通しについては、大変多角的、総合

的に検討された結果だとは承知をしておりますけれども、今年に入っての京都議定書の発効

等、特にＣＯ２の発生抑制という大変厳しい課題に対して、果たして今の状況でこのような

形、特に３５ページに書いてあるような現状程度かあるいはそれ以上の役割という、こうい

う形の認識で果たして本当にいいのかどうかということに懸念を持つわけであります。 

 特に、その後に書いてある合理的な水準というのが世界全体と比較してということになり

ますと、日本のような明らかにエネルギー自給率が極端に低い、しかも原子力技術が大変進

んでいる我が国にとって、果たしてこれが合理的な水準であるという判断に至る根拠という

のが、もう少しＣＯ２発生の削減という観点から考えた場合に、原子力に対してもう少し積

極的な位置づけというものがなされてしかるべきではないかなという印象を受けるものです

から、果たしてそのあたりがどうなっているかということについて問題を提起したいと思い

ます。 

 それで、１ページの論点でありますけれども、もちろん今後エネルギーや環境面から原子

力の役割というのは大変重要なわけでありますが、そのときに、今日の資料でお示しいただ

いた量的に維持することに加えて、質的な高度化ということについて触れているわけであり

ます。今後の原子力が抱えているいろいろな、例えば寿命の延長やあるいは維持基準等の整

備等の課題を解決していくに当たって、社会の安心あるいは国民の信頼を得ると、そういう

観点からも、この２つ目のパラグラフで書かせていただきました国内産業の技術力について、

さらに高度な技術水準を維持発展させるという観点で、高度化という視点を忘れてはならな

いのではないかと。 

 もちろん、この５１ページの中で、このようなことも含めて必要な厚みを維持するという

ことでお書きいただいているわけでありますけれども、技術であるとか人材というのは、い

わゆる維持という観点ではなくて高度化という観点を入れなければ、現在の水準を維持する
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ことすら難しいという、そういう認識の中でぜひこういう技術の高度化の取り組みというこ

とを認識すべきではないでしょうか。 

 もちろん、この点は産業界が中心的な役割を担っていかれるわけでありますけれども、最

後のパラグラフで書きましたように、我々新法人の基礎・基盤研究においても、こういった

技術の高度化について十分配慮をしていく必要があるんではないかと思っておりますし、あ

わせて今、経済産業省あるいは文部科学省でお勧めをいただいています公募特会等について

も、こういう観点が大事なことではないかということを申し添えさせていただきたいと思い

ます。 

 最後に、若干この論点から外れてしまうかもしれませんけれども、いわゆる自由化のいろ

いろな論点を拝見をいたしまして、少し短期的な成果ということに焦点が当たり過ぎている

のではないかという懸念を持つわけでありまして、ぜひもう少し長期的な価値の創造を奨励

するような、インセンティブを与えるという観点からぜひ取り組んでいただくということが

大事なことではないか。そういう観点で、最後の７で締めくくられた６３ページ、６４ペー

ジもぜひこういう長期的な価値創造という観点から、政策課題をぜひ取り上げていっていた

だきたいというお願いを申し上げたいと思います。 

 ありがとうございました。 

（近藤委員長） はい。最初はご質問というご発言だったのだけれども、どうしますか。答

えてもいいのかなと思いますけれども、簡単に。 

（柳瀬課長） ご指摘全くそのとおりだと思いますので、３３ページの数字を提示している

わけでございますが、これで言っていることは、２１００年の目標は、まだ政府は持ってお

らないわけですけれども、先ほど申しましたように、排出量を世界全体で半分の黄色いレン

ジ、先進国はさらにその下ということであれば、このレファレンスケースに比べてさらに原

子力を上乗せするか、新エネをさらにやるか、省エネをやるか、これしかないわけでござい

ます。 

 そういう意味で、これで足りるということではなくて、この現在の水準程度かそれ以上と

言っても、別にそれ以上じゃいけないと言っているわけではなく、むしろそれ以上必要です

よと。ただ、それはさらに載せる分を新エネでいくのか、省エネでいくのか、原子力でいく

のか、これはいろいろ議論があろうかと思います。 

（近藤委員長） はい、ありがとうございました。 

 それでは、末永委員。 

（末永委員） ありがとうございます。 

 ２ページから３ページの半分ぐらいに書いてありますが、今日のこの資料、暫定版を送っ

ていただきましてざっと読ませていただいて、私のような素人にも大変わかりやすい、特に
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この将来のエネルギーの安全保障、セキュリティー、それから環境問題の対応という観点か

ら、我が国のエネルギー政策上における原子力発電の重要性というのをかなりわかりやすく

書いていただいたと、非常にわかりやすく書いていただいたということは大変よかったなと

思います。 

 しかし、若干申し上げたいことがあります。それは、先ほどからもご説明ありましたけれ

ども、２０３０年以降の原子力発電、これをどのような形において維持あるいは拡大してい

くのか、拡充していくのかということに関してであります。これは基本的には、先ほどのご

説明にもありましたように、長期的に原子力の発電規模を維持または拡大していくという、

そういうことを、その必要性ということをはっきり認められているということでは全く同感

でありますが、同時に、これをどのような形で実現していくのかということになると、いさ

さかちょっと不安にならざるを得ない。つまり国がどのように関与していくのかということ

は、大体いつもそうなのですが、少し弱いような気がするわけです。特に、その国の関与と

いうことでいいますと、これから申し上げますが、いわゆる新規の立地点の問題等々、そう

いうことに関しましては、やはりかなり国が積極的、かつまた能動的に関与をしていくべき

じゃないかということであります。 

 その３番目に書きましたけれども、要するに、現在電気事業者が持っている増設あるいは

新設計画、これを着実にやっていくこと、これはもちろん重要なことでありますが、やはり

最大の問題は、先ほど申しましたように、２０３０年以降に現在の発電規模を本当に維持で

きるかどうかということであろうと思うんですね。そのとき、この資料中にありますが、要

するにそれまでに国内の原子力産業の技術、安全、あるいは人材の維持が非常にクローズア

ップされてうたわれている、これは全く正しいんですが、それと同じぐらいの比重を持って

重要なのは、新規立地点の確保という問題、このことではないかなという気がいたします。 

 いずれにしろ、原子力発電所は２０３０年ぐらいには、先ほどの図表にもありましたが、

かなりものが閉鎖されていく。そうすると、当然のことながら、それに変わって新たに原子

力発電所を立地といいますか建設し、あるいは発電していかなければいけないということに

なるわけですね。そのときに、いわゆる新規立地点をきちっとした形において確保しておか

なければ、このようなことがある意味で空論になってしまうのではないかという危惧感を非

常に持ったわけです。 

 例えば、これは第７回の策定会議の資料の第２号だったんですけれども、第２号の１３ペ

ージですが、大体、原子力発電所の立地決議から運転開始までに至る期間というのが、こう

いう表であらわされたんですが、これをざっと見ますと、大体２０年近くかかっているのが

圧倒的に多い、あるいは私が住んでいる青森県の東通村なんかは、１９６０年代の半ばに立

地決議がされて、そしてようやく２００５年、今年ですね、ようやく動くという形で非常に
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長いスパンの中で初めてなんですね。 

 そうしますと、これはいろいろな条件といいますか、理由があったんだろうと思いますけ

れども、いわゆるこれから新規に立地させるならば、２０３０年までの前にかなりそういう

ことを考えておかなければいかん、つまり立地点をどのように確保していくのかというふう

なことですね。このことが極めて重要になってくるんじゃないかなという気がいたします。 

 したがいまして、その２ページ目の最後に書いてありますが、新規の立地に対する措置、

すなわち、もう一度繰り返しになりますが、こういうことに関しましての国のさらなる関与、

これが現時点からきちっとした形において整備されておく、そういう必要性があるだろうと

いうことを申し上げたいと思います。 

 次に、３ページの方に書きましたが、３ページの最初の○はそのことの繰り返しでありま

す。先ほども申しましたが、積極的かつ能動的に関与していただきたいということですね。 

 では、諸外国はどうなのかということでありますが、いろいろあるみたいでありますが、

先ほど示されましたけれども、例えば３８ページでありますが、アメリカなどではエネルギ

ー省主導で新規立地の、あるいは新規の建設、こういうのを目指して、その補助制度がきち

っと議論されている。あるいはフランスなどにおいても新規立地点を国の関与のもとで決定

しているというふうなことを一応聞いているわけであります。 

 こういうことから考えれば、我が国も、どこまでやるかということはこれからいろいろ議

論あるかと思いますが、現状においては新規立地点に対する国の関与というのは、例えば交

付金制度の拡充という程度にまだとどまっているんじゃないか。これをもっともっときちっ

とした、先ほどこれからいろいろ国会で審議されますというふうなことでご報告ありました

けれども、その辺はやはりきちっと考えていただきたいなという気がいたします。 

 いずれにしましても、最後のところですが、今後は我が国においてもこの原子力発電規模

の長期維持という、エネルギー政策上の基本理念をいかに実現していくかといところまで深

く掘り下げた議論を展開していただきたい。かつまた、現実的かつ実効性のある実施計画を

国が中心となってある意味で取りまとめて、それを国民全体に示していく、そういう必要性

があるんじゃないかということを思うということです。 

 以上です。 

（近藤委員長） ありがとうございました。 

 庭野委員。 

（庭野委員） どうもありがとうございます。 

 資料については、非常に明快にわかりやすくまとめていただいたというふうに思っており

ます。それからまた、今後の政府としてというか、国としての方向性というものを示してい

ただいたというふうに理解しております。 
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 これからメーカーの立場として状況をちょっとお話しさせていただきますけれども、プラ

ント数が減って、売り上げが減って、人間も減ってということになると、メーカーの論理と

いうことにとられがちなんですけれども、実はこの５５ページで技術者の数というのは、こ

れは本当の原子力そのものといいますか、原子力に直接かかわるもののところの技術者数が

多分こういう推移だというふうに思っているんですけれども、実は原子力発電所というのは、

電気品とかいろいろ含めて何百万点の部品を集めたシステムですから、それを供給するのは

原子炉メーカーだけじゃなくて、その下にいろいろな会社がぶら下がっている。そこの部分

の人間というか、技術者まで含めるとこの倍ぐらいの減りぐあいかなというふうに実は思っ

ています。 

 本題に入らせていただきますけれども、現在２０３０年からのリプレースということでご

ざいますけれども、まずは当面の課題として現在運転していますプラントを４０年もしくは

場合によっては６０年というスパンでこれから維持していかなければいけないということに、

現在最大限の注力をしているところでございます。先ほど出ましたように、高経年化対策を

どうするか、そのための技術開発、それから定期検査の柔軟化とありますけれども、これは

定期検査を単に短くするとかという発想だけじゃなくて、効率的かつ安全を確認するための

さらなる有効ないろいろな機器類の開発、こういうものを一生懸命進めているところであり

ます。 

 それから、何といっても既設プラントの最大限の有効活用ということになると、プラント

出力の増強を安全の範囲内でもって、確保した範囲内でもって高めるという技術開発につい

ても最大限取り組んでいるところであります。 

 一方、今後の２０３０年以降のリプレースということになりますと、少し状況が変わって

まいるというふうに思っています。電力会社さんのご要求であります先ほど出ました項目に

ついては、当然我々としては対応していくわけでありますけれども、より安全かつ信頼性が

高い、また経済性も優れた次世代炉といいますか、そういうものを目指していくということ

で今取り組んでおります。 

 しかしながら、この辺のことになりますと、先ほどの冒頭のお話と同じなんですけれども、

原子力発電所は単に使用機器を設計して、それを据えつければいいということではなくて、

何百万点に及ぶ機器を含めたトータルのシステムとしての安全の確保、効率性の確保という

ことになってきます。そうなりますと、単に図面を見て研究開発をやるとか設計作業をやる

ということだけでは、とても技術者のセンスの育成とか、そういう面では不可能だという部

分がかなりあるのをちょっと認めざるを得ないというふうに思っています。 

 したがって、資料の中にも出てましたように、ある程度の厚みといいますか、ある程度の

技術者の集団を確保していかなければいけないということになりますと、現在のプラントを
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４０年間維持することとはちょっと違った立場で考えなければいけないということで、具体

的には、実際のそういう経験を持つ人材を確保して維持していかなければいけないというこ

とになると、ある程度計画的にプラントの建設をリプレースまでの間に継続していただきた

いというのが我々の希望でございます。そのためには、今日お示しいただきました国による

国策としての原子力の推進を鋭意進めていただいて、それに基づいて電力会社さんが先ほど

申し上げましたような計画的なプラント建設というものを進めるという、そういうスキーム

というか、形をぜひとも構築していただきたいというふうに思っております。 

 資料にはちょっといろいろほかのものを書きましたけれども、要点として今の発言だけに

させていただきます。 

 ありがとうございました。 

（近藤委員長） ありがとうございました。 

 それでは、伴委員。 

（伴委員） ２つの意見とこの資料に対するコメントが何点かあって、あと質問事項という

のが私の意見書の構成になっています。質問についてはここにありますので、また答えてい

ただければと思いまして、一々読み上げることはしないつもりです。 

 意見なんですけれども、ＣＯ２削減のために原子力がどうしても必要だというふうな声が

あるんですけれども、原子力についていえば、放射性廃棄物というのはどうしても出てきて

しまう。そうすると、片方で放射性廃棄物を増やすのか、それとも増やすことを了解しなが

ら二酸化炭素を減らすのかという設定に、そういう問題の立て方になっていく。でも、それ

はやはりおかしいのであって、放射性廃棄物も二酸化炭素も削減する道というのを選んでい

かないといけないのではないかというふうに思います。 

 策定会議等に参加していますと、放射性廃棄物については工学的観点からとらえるケース

が多いと思いますので、捨てることを前提にどういったことが解決しなければならないのか、

あるいはその見通しが得られたというような議論になっていくんですけれども、一方、地震

とか地質など学問をやっている人たちの話、あるいはそういう視点から見れば、とりわけ日

本のような４つのプレートがぎくしゃく押しくらまんじゅうしているような場所で、とても

長期間にわたって確実に安全な捨て場というのはないというふうに指摘されているわけです

よね。したがって、ＣＯ２削減のために放射性廃棄物を生み出してもいいんだという考え、

それ自体をやはり捨てていかないといけないのではないかというふうに思います。 

 そして、資料の中で省エネとか新エネ、そういうことを積極的に導入して、さらに原子力

もやるんだよというふうになっているんですが、残念ながらこれを見ると、わからない点が

幾つかある。質問しているんですが、私たちは２０５０年市民のエネルギーシナリオをつく

って、省エネをどこまでできるのかというのをチェックしたんですが、その視点で見るとや
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はりまだまだこれは少ないというふうに思います。それと、「省エネの進展と人口減少によ

りエネルギー消費は減少」として２１００年までのグラフが示されていて、３０年以降が違

う研究所のデータが合体されている、そのこともどういうふうにされたのか見えないところ

があるんですが、ともあれ、長期的には人口が減っていくんだというふうになって、これは

労働人口も減っていくということになっているんですけれども、他方、電力需要については

一定というふうに仮定をしているわけですね。そして、それも５８ギガワットといって、こ

れは２０１０年から３０年までの間、電力需要が増えた分は原子力で賄うとしたらとして出

てきた５８ギガワットだと思うんですけれども、それを一定として仮定をして物事を考えて

いるんですが、資料にあります原発をとりまく環境、一言でいえば電力の自由化というのが

進展しているような環境、それから４番で言う電気事業者側の対応、こういうのを見ている

と、５８ギガワットで一定と仮定すること自体が非常に非現実的ではないかというふうに思

います。 

 そして、その５８ギガワットで一定というふうに仮定してしまうため、僕はそういうふう

に理解をしたんですけれども、逆に５８ギガワットで仮定してしまうために電力化率を上げ

るというふうな結果になってきているのではないかというふうに思うんですけれども、とす

れば、それは電力化率が上がれば、これはエネルギーの転換ロス率というのは増えていくこ

とになり、これは省エネとも逆行するような、あるいは省エネの進展を阻害するような、そ

ういったような方向で働いてくるというふうに思うんですね。 

 意見では、情報室の代表の西尾さんが原子力化、新エネルギー化ということで、４ページ

ぐらいのメモを、いつも言っている彼の考え方がここで展開されているのでぜひ読んでいた

だきたいと思うんですが、そのロス率のほかに二、三点指摘するとすれば、原発に依存し、

それを増やしていけば、当然そのバックアップ電源として揚水発電など、あるいは火力発電

などというものが同時に必要になってくるような、そういう社会になっていくというふうに

思うんですね。それが将来目指していくべき社会なのかというと、とてもそういうふうには

思えないというのが意見の１つです。 

 ２つ目は、ここでは既設炉の最大限の活用ということを述べられていて、これは新規立地

が難しい中で、今あるものをできるだけ使っていく、これもやはり電力の自由化というのが

背景にあると思うんですけれども、それはしかし原発の危険を一層高めるものではないかと

いうふうに思います。出させていただいている資料は、三菱重工の美浜３号機の二次系配管

破断に関する事故調査報告書という中で、管理指針というのを適用してから定期検査の点検

箇所というのは大幅に減っているわけですよね。そういう指針の適用という形で、いわば括

弧つきですけれども合理化が行われているわけです。その合理化が行われているところに高

経年化対策というのが入ってくるわけですね。あるいは出力増強というのが入ってくる。こ
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こで高経年化対策というのは、ここでは２０年間の運転期間の延長がそれによって得られる

という非常に短絡的な書き方だなと思うんですけれども、原子力白書に出た資料で高経年化

対策というふうなところを見ると、実にこの方がぴんとくるんですけれども、シュラウド等

の非破壊検査技術の実証事業とか、あるいは炉内構造物等特殊材料溶接部検査技術調査とか、

これはランダムに読み上げただけなんですけれども、そういった対策で必ずしもこれは２０

年延長になるのかどうかというふうなことはちょっと見えない。むしろそう見えなくて、逆

にこの間の流れを見ていれば、応力腐食割、ＳＣＣというのがおよそ解決できない問題とし

て出てきて、しかもその数が増えていく。減肉もそうですよね。調べれば調べるほど減肉現

象というのが発見されてくるというふうなことになっているわけです。 

 したがって、６０年間を前提として、その最大限活用ということはその原発の危険を高め

ると僕は考えるんですけれども、それゆえ６０年間運転を前提として物事を考えていくと、

これはちょっとやはりおかしいのではないかというふうに思います。この中では敦賀１号炉

の１基の廃炉が前提になっていたんじゃないかと思うんですけれども、この２０３０年の需

給展望ですか。しかし、実際にはそのほかにやはり廃炉にしていくことを考えているものが

あるんじゃないかと思うんですよね。その意味からも、６０年運転を前提に物事を考えてい

くのはやはりおかしいと。２つの意見を言いました。 

 それから、これはコメントなんですけれども、これはランダムに気がついたところが載っ

ているんですけれども、ドイツが脱原発というのを政策合意していると。これは４０ページ

でしたか、なかなか困難に直面していて、実はその電力を輸入していて、それは４３％ぐら

いはフランスの電力で、フランスは７０数％原子力に依存しているから、結局、脱原発と言

いながら脱原発できていないんじゃないかというような印象を与えるような書き方が、非常

にちょっと一面的な物の言い方だなというふうに思いまして、ちょっと調べた結果、ここに

書いておきました。それで見ると、輸出量と輸入量というのが大体ほぼ同じように推移して

きているということですよね。これは、２００１年までのデータしかなかったんです。最新

のがちょっとわからないのですが、そんなに大きく変化はないのではないかというふうに思

いますけれども、ちゃんと輸出もしていて、大体それも見合っていると。時には輸出の方が

多い場合もあれば、輸入の方が多い場合もある。ここに４３％はフランスの電気でと、そう

いうふうな書き方はまずいのではないかなというふうに思うのが１点。 

 それから、我が国の現状としての石油の８５％中東依存というふうなことが書いてあって、

たしかその次の２３ページには資源の、これは既知資源の分布というふうになっているんで

すけれども、実際に、以前にこれはこの策定会議でどこからどう入ってくるのかというか、

輸入先というものを教えてほしいというふうなことを要請したんですけれども、それは未回

答で、僕もその輸入先をちゃんと調べられなかったんですけれども、原子力委員会が公表し
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ている移動量を見ますと、２００２年のが最新かなと思いますが、それだと濃縮ウランとい

うのはアメリカから７００トン、フランスから７５トン、イギリスから２１トン、そういう

ふうな入り方をしている。天然ウランについてもフランスから３７９、カナダから４５１と

いうふうになっていて、これを見ると、少なくともどこから入ってくるかというふうなこと

を見ると、アメリカとフランスとカナダで９９％なんですよね。この資源はバラエティーが

あったとしても、入ってくる先は非常に偏っているわけです。差し当たりその３つの国に何

かがあるというふうにはならないかもしれませんが、しかし非常に狭いところから来ている

ということは、やはり押さえておくべきことではないかというふうに思います。 

 それからもう１つ、その次の２４ページに高速増殖炉が実現されれば半永久的なエネルギ

ー確保が可能と、私はこれは実用化の見通しがないと、その理由も前のところに書いたんで

すけれども、そういうのを持ってきて、そうすれば安定性が得られるというふうな見通しを

立てるのは、これは間違っているなというふうに思います。 

 あと大分戻って、中国やインドのエネルギー需給等について、どんどん増えていく、増え

ていくというふうになっていて、確かにそれは増えるんでしょうけれども、一方、それを手

をこまねいているわけでもなし、ここでは電気新聞の邢穎さんという方の、これはワールド

レポートでしたか、９月２９日付の新聞を引用しておきましたけれども、中国でもエネルギ

ー資源を有効に利用しようとして相当努力をして、省エネを第一課題にしているというふう

な報道もあれば、ここには挙げませんでしたけれども、たしか今年の２月ごろにまた同じ人

が書いていて、今度は電力はいわば発電プラント、無許可のものもどんどん増えてきて、今

は供給が過剰になることを恐れているというふうなことも出ていますけれども、やはり中国

でもそれなりに苦慮して、単純にこういうふうに増やすということを是としてやっているわ

けではないということはやはり見ておかないといけなくて、資源ナショナリズムというふう

なことを煽っているだけではだめなんじゃないかというふうに思います。 

 全体の印象として、原子力については必要だ、プラスだ、いいことばかり書いていって、

そのほかのところは新エネ等については非常にネガティブな、必要必要と言いながらもネガ

ティブな物の見方で書かれているなという印象を持っているので、それは公平ではないなと。 

 あと２つあるんですけれども、もう１つは、化石燃料と原発を二酸化炭素排出量で比べる、

新エネルギーと原発を面積で比べる、山手線１周分入れる、これはやっても意味がないとい

うふうにも思います。 

 あと１点だけです。最後ですけれども、エネルギーの半分を石油に依存と言いますけれど

も、電力で見ればこれは１０％であって、原発を増減しても石油依存度が大きく変わるとい

うふうには言えないのではないかというふうなことを全体に対するコメントとして、以上７

点、ちょっと長かったのですみません。 
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（近藤委員長） 伴委員はいつもは時間をよく守る方なので、今日珍しく長かったのですが、

ちょっと我慢していました。ありがとうございました。 

 多分、事務局としては少し反論したいのかなと思いますけれども、こちらは引き続き我慢

をしていただいて、続いて吉岡委員、どうぞ。 

（吉岡委員） ありがとうございます。 

（近藤委員長） 伴委員の真似しないで短くやってね。 

（吉岡委員） 計っていたら１５分かかっていますので、半分以下にしたいと思います。 

 この意見書は１４ページから１９ページですけれども、今日見たら資料第１号の著者が資

源エネルギー庁というふうになっていて、あまり内容がひどいので近藤案はけしからんと書

こうとしたんですけれども、書かなくてよかったです。ですから、原子力委員会としてどう

いう枠組みを立てて商業原子力発電政策を論ずるべきか、そこから議論する権利が私たちに

あるし、エネ庁原子力政策課長の立場と私たちの立場というのは一応分けて考えた方がいい

のではないかと思います。あまりひどい資料なので、それを棄却する権利があるならば、半

分救われた気になりました。私たちはもっといい資料をつくり得るということでございます。 

 それで、１４ページからかいつまんで言いますけれども、２つの点で非常にこの資料は問

題である。 

 １つ目は、基本政策についての政策総合評価がなされていない。これを策定会議でいうの

は４度目ですけれども、３度目よりちょっとまたバージョンアップしていますけれども、政

策総合評価をやれということを書いています。どうせだめでしょうけれども、異論を一応歴

史に残しておかなければいけません。本来はこのテーマこそ原子力政策で最も重要であるか

ら政策総合評価のテーマとすべきである。あったと過去形で言ってもいいですけれども。 

 ただ、それはそれとして、基本政策にせよ、個別政策にせよ、どんな政策を論ずるにして

も、幾つかの選択肢の中から定性的にせよ、定量的にせよ、チョイスをするんだという、一

般論としてそういう枠組みをとる必要があると思うわけです。けれども、そうじゃなくて、

そんな構成ではなくて、最初に結論が決まっているような構成で、ほかの選択肢を考慮する

というような発想が全く欠如した論理構成で、これは非常によろしくないのではないかとい

うのが第１点目です。 

 第２点目で、この資料のもう１つ奇妙なところは、私たちが個別問題について大体論点整

理とか、中間取りまとめとか、そういうものをまとめるわけですけれども、それに相当する

ものが全く出ていない。全く出ていないのはエネ庁原子力政策課長がお客様で来たから、原

子力委員会のものは出てないのかなというような気もしたわけですけれども、それをつくっ

ていかなければいけないわけです。ただ、この資料を読む限りにおいて、行間を読みますと

大体こういう筋ではないかと思いました。それを１４ページの真ん中辺に文章化しています。
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それは２０３０年まで原子力発電規模を現在の水準以上に維持するとともに、２１００年ま

でも現在の水準以上に維持するのが適当であり、そのためには、現在国会審議中のものや詳

細な制度設計についてなお検討中のものも含めて、従来政策を全て丸ごと堅持する必要があ

るというような、何かそういう筋のようです。論点整理をくっつければそういうものがくっ

つくような論理構造になっているようにしか言えないんですけれども、こういう論理構造と

いうのは非常にまずいのではないのかというのかというのが４ページ以降に書いたことであ

ります。 

 １ページから３ページは総合評価の方法論です。バージョンアップして書いたのでこれは

後で読んでください。ただ、改善されている点はしっかり細かく読んでいただければありが

たいと思います。その他に、この資料第１号の論理構造の問題点というのは主に４つありま

す。第１に、そもそも数値目標として、原子力発電が全体の３～４割という、そういうもの

を立てて誘導するというのはとても変な政策介入の方法であって、一般的には公共利益に沿

った適正なルールを決めて、社会的、技術的環境の中で事業者が自主的に判断した結果、あ

るシェアがあらわれるという、そういう形の誘導をするのが適当なのであって、数値目標を

５８ギガワットとか決めてやるというのはとても変な話だと思います。 

 また実際、総合資源エネルギー調査会では、原発についてはこういう方針はとられていな

いと私は理解しています。需給部会の見通しも単に今までどおりのシェアを維持したら５８

ギガワットになりますよということを言っているだけで、目標とはしていないので、ちょっ

と総合資源エネルギー調査会の方針と違うのではないかというような気もいたします。 

 それと２番目は、１、２、３、４と４点書いていますけれども、なぜこの３０～４０％を

維持するかの合理的説明が全然なされてないで、根拠は２つだけです。石油、天然ガスの需

給が逼迫するかもしれないというのと、二酸化炭素排出という点で原子力が有利だというの

と、これだけなんだけれども、これだけから今のシェアを維持するのが適当と出すのはとて

も乱暴な話であります。 

 ３番目は、従来政策と数値目標の対応関係が不明であって、政策の効果というものに対す

る精密な検証なしに目標と手段を整合的に語るというのは無理なんですけれども、それが全

然語られていない、逆にいえば電源三法を始め政策の効果の検証が一切なされていないとい

うのが問題です。４番目は、従来政策でも社会的公正に反すると思われるものが私がたくさ

んあると思っているんですけれども、そういうものは効果があろうとなかろうとだめだとい

うふうに思っているわけですけれども、そういうことの検討があまりなされていないという

ことです。以上のように論理としては原発の現状規模、あるいは現状以上にするという正当

化の理屈が成立していないということです。こういうものではなくて、もうちょっと基本政

策についても個別政策についても選択肢を立てて、分析的に判断してはどうか。十数回かけ
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て施策総合評価をやれとまではもう言いませんけれども、ぜひそういう方向で事務局が次回

には枠組みを用意し、論点整理を始められるということを期待いたします。 

 以上です。 

（近藤原子力委員長） ありがとうございました。 

 資料にエネ庁のクレジットがありますけれども、私どもの事務局の一員として説明して

いただいていますので、誤解のないようにお願いします。 

 それから、従来から政策評価についてご提言いただいていますけれども、私ども原子力

委員会は原子力をエネルギー源とする政策を審議決定するのがミッションですので、政策

評価の観点からご発言いただくとすれば、伴委員のように、こういう課題がある、こうい

う目標を掲げているが、こういう代替目標の方がこういう理由でよいというご指摘をいた

だいて、それが本当に問題となるなら解消するべくいかなる努力をするべきかを検討し、

それが合理性の範囲かどうかと議論する、それがこの場に適した政策評価であって、おっ

しゃるようなＡ、Ｂ、Ｃの比較検討作業は、あなたが属しておられるエネルギー需給部会

でやっていただくことというふうに思います。 

また事務局がご反論したいこともあるかもしれませんけれども、随分と長くお話いただ

いたので、最後に時間が残りましたらやっていただくことにしまして、次の方にご発言を

お願いします。 

 河瀬委員。 

（河瀬委員） それでは、よろしくお願いいたします。 

 今回のエネルギー政策における原子力発電ということで、エネ庁の方からの資料を拝見

させていただきました。よくまとめられておりまして、大変わかりやすいなということは

感じておるところでございます。私は常々、国がしっかりと一元的に責任を持ってやって

ほしいという立場の中で発言をさせていただいております。そういう観点で、今回、国ま

た事業者そしてメーカーの皆さん方の意見もよく聞いてということで、これをつくられた

ようでございます。やはり、私どもも運命共同体の一員だというように思っておるところ

でございまして、できますればこういうときにもっと意見を聞いていただけたらなという

ことも感じておるところでございます。 

 そこで、何点かお話ししたいというふうに存じますけれども、先ほど、ちょうど末永委

員の方からも、私ども立地地域でよく関係するお話も出していただいたところでございま

す。先ほど言いました国の関与の部分がやはり、少し私も弱いかなということも感じてお

りますし、私ども、いつも横着な言い方ですけれども立地あっての原子力であるという、

そういう認識をいまひとつ掘り込んでいただきたいというか、深く入っていただけたらな

ということを考えておるところであります。そして、いろいろなご支援も確かに国の方か
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らいただいております。今日までのいろいろな制度改正の中で使い勝手のいい交付金等な

どもいただきながら、今大変厳しい地方自治体、苦労いたしております。財源がない、ま

た今、三位一体の改革の中で、敦賀市は今、不交付団体でございますけれども、いろいろ

な立地地域におきましても非常に財源的に苦労しているところがございまして、よく原子

力に批判的な方は、私ども原子力を取り組みますと、依存しておると、要するに麻薬みた

いなものであるというような言い方をする方もいらっしゃいますが、私は決してそうでは

ないと。私は決して依存はしていないと思っておりますし、実際体力をつける一つの食物

でありますし、一つの筋肉になるわけであります。 

 地方自治体も本当に、これから険しい山を登るがごとくの運営を強いられておるわけで

ありまして、体力がありませんと登り切れません。今、合併なども行いながら何とか体力

をつけて生き残っていこうということで、それぞれの自治体苦労をいたしておりますけれ

ども、私どもは原子力を持っておるというのを一つの特徴と位置づけ、これを私どもの一

つの財産であるというように思いながら今日まで取り組んできたところでございます。 

 そこで、そういう気持ちはありますけれども、ただでは安心、安全となりますとまた別

の問題がありまして、これがまず第一にありませんと地域振興も何もあったものではござ

いません。そこで、６０年運転等々という話も出ておるわけでございますが、やはり古く

なると心配だなというのは、これはもうだれしも思うことでございますので、安全であれ

ば、これはもういいと思います。恐らく経済的にいろいろな民間の方も苦労されておりま

すから、コストを削減して、まして電力の自由化に対応するために一生懸命頑張っておら

れるわけでございますので、そのあたりは理解できる部分もございますけれども、やはり

安心、安全で、それがやはり薄くなってくることは立地地域にとっては非常に不安であり

ます。そういうあたりも、やはりぜひ取り入れていただいて、安心、安全に対しては決し

て劣ることのないような、そのようなことを思っていただき、長計の中にはその部分を強

く持っていただきたい、このように思っておるところでございます。 

 細かい部分の中で触れますと、特に先ほど言いました電源立地促進ということも５８ペ

ージに書かれておりますし、ある程度地元のことも酌み取っていただいておりますけれど

も、いろいろ私ども、特に振興特別措置法などもつくっていただいてやっておるんですけ

れども、計画はできましたがという状況でありまして、なかなか本当に細かい部分になる

と、まだもう少し踏み込んでいない、これはもうエネ庁の方にお願いしているような格好

でありますけれども、税関係でも今、法定外税のうちの核燃料税なんかは市町村によって

配分されていないところも実はございまして、そういうこともまたご理解いただきたいな

というように思っているところでございます。 

 ともかく、やはり運命共同体という意識も持っておりますし、安心、安全を第一として、



  - 27 -

やはり協力するところはさせていただくというのが私どもの気持ちでありますので、ぜひ

国としての関与を近藤先生の方から、いや十分やっているし日本はしっかりやっている方

だよということもいただいておりますけれども、本当に私どもそれを一つのよりどころと

して取り上げて協力させていただいておりますので、またそういう点については、ぜひこ

の長計の中にしっかりといれていただきたいということをお願いいたしておきます。 

 よろしくお願いします。 

（近藤委員長） ありがとうございました。 

 内山委員。 

（内山委員） はい、ありがとうございます。 

 説明いただきました資料は、エネルギー政策と原子力発電の現状を大変よくまとめてい

るものと思います。２１００年までの予測についても、シナリオの一つとして参考になり

ます。 

 ２つほどコメントさせていただきます。 

 まず、油田やガス田の新規開発には非常に巨額な資金が次第に伴うようになってまいり

ました。エネルギー産業の自由化の流れの中で、我が国がその巨額な資金を今後どうやっ

て確保できるかという非常に大きな課題だと思います。ただ、民間がそれを負担するとい

うのは、やはり世界のメジャーと競合する上ではかなり難しい状況に来ているのではない

か。かといって、税金を注ぎ込むということになりますと、これは国民が大変大きな負担

を負うことになります。その中で、原子力というのは特にプルトニウムを利用して考えた

開発というのは、この将来のエネルギー源確保において最も経済的な面でのリスクが小さ

いものではないかと考えられます。また、投資した資金の大半は、国内の技術進歩とか雇

用対策に使われるという利点もあります。 

 ２番目は、そうは言いましても技術の開発をどうしていくかという問題になります。我

が国の電力需要の伸びは、先般の需給部会の予測にもありましたように、今後年率０．

９％程度という非常に低い伸びが予想されます。そういう点を考えますと、原子力の大型

技術の新規開発より、むしろ原子炉の技術開発の中心は既設炉の老朽化への対応が最も重

要になると考えられます。既設炉の高経年化対策と技術の高度化、これは国民の安心確保

の上で最も重要な政策だと思います。今後は、既設炉改良、寿命延伸さらにその先、更新

していく上で技術開発によって原子力産業が発展していくよう、国は資金及び制度面でぜ

ひバックアップしていただきたいと思います。将来的には主要機器あるいは原子炉まで交

換しても、そういうことができるような資金あるいは制度面の検討をお願いしたいと考え

ております。 

 以上です。 
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（近藤委員長） はい、ありがとうございました。 

 藤委員。 

（藤委員） 藤でございます。ありがとうございます。 

 申すまでもなく、エネルギーの確保は、食糧の確保や国防などと並び、国が存立するた

めの大変重要な条件であります。しかしながら、これから２１世紀の中葉にかけて、環境

制約はますます厳しさを増すとともに、激烈な資源の獲得競争が始まることは、想像に難

くないことであります。 

 そうした中、原子燃料サイクルを含めた原子力発電を、将来にわたって我が国が一定規

模以上維持していくことは、絶対に必要であると考えます。このことは、今日ご説明がご

ざいましたように、エネルギー政策基本法、それに基づくエネルギー基本計画の趣旨でも

ございますから、新計画にそのことを明確に示すということは、大変重要かつ不可欠なこ

とであると考えます。 

 したがいまして、先ほどご説明がございましたように、この策定会議が、その実現に向

けた所要の環境整備を重要な政策課題と位置づけることは、極めて適切なことであると思

います。 

 電力自由化の拡大、京都議定書の発効、そして、新規立地の長期化といった社会情勢を

踏まえますと、この政策課題の達成のためには、安全確保を最優先に、地元のご理解を得

て、既設炉をできるだけ長期にわたって最大限活用することが、まずもって大前提になる

のではないかと考えます。先ほどお話がございましたように、安全確保が最優先であり、

それが大前提であるということには変わりございません。 

 その観点から、資料の４５、４６ページに記載していただいていますように、原子力の

供給ポテンシャルを最大限に引き出すために、高経年化対策と諸外国で実績のある定期検

査の柔軟化や出力増強の導入がぜひとも必要であります。そのために、私ども事業者がし

っかりとした自主保安体制のもとで、科学的、合理的な運転管理を確立していくというこ

とはもちろんでございますが、国におかれましては、法規制、基準等の所要の見直しを積

極的に進めていただきたく、お願い申し上げます。 

 次に、資料の６３、６４ページに記載されております政策課題を今後具体的に検討され

る際には、その政策課題を実行に移す場合に地元のご理解をいただくためには何が必要か

という観点が、非常に重要になると思います。特に、原子力は社会的な存在であるという

ことを踏まえますと、「原子力が地球環境やエネルギーセキュリティーにとってよい」と

いうメッセージがその政策に込められていることが重要ではないかと考えます。なお、検

討に際しましては、電力自由化の中で、民間の力が最大限発揮され、原子力が自律的、持

続的に発展できるようにという観点が必要であることは、言うまでもございません。 
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 最後に、我が国といたしまして、将来にわたって一定規模の原子力発電を維持するとし

た場合に、当然のことでございますが、原子力発電のための燃料を確保しなくてはなりま

せん。ところが、ウランは有限であって、かつ、ほぼ全量を海外に依存しております。結

局この議論を突き詰めてまいりますと、原子燃料サイクル政策の重要性が再び浮き彫りに

なってくるわけであります。資料の４９ページにございます電気事業者から見た中長期の

方向性として、「ＦＢＲについては、経済性などの諸条件が整うことを前提に、２０５０

年頃からの順次導入を見込む」と記載していただいておりますが、当然のことながら、そ

れに至るまでには地道かつ着実なプルトニウム利用の実績の積み重ねが必要不可欠であり

ます。そこで、六ヶ所原燃サイクル事業とプルサーマルの円滑な推進が大変重要であるこ

とを、改めて指摘させていただきたいと思います。 

 次回以降、論点整理に当たりましては、昨年１１月に中間取りまとめを行いました「核

燃料サイクル政策の基本方針」が、今般の原子力発電を一定規模維持していくという議論

の大前提であるという趣旨を、どこかに反映していただきたいと思います。 

 以上でございます。 

（近藤委員長） はい、ありがとうございました。 

 佐々木委員。 

（佐々木委員） ありがとうございます。 

 まず、本日出された資料第１号、これをどう受けとめるかという話ですけれども、私は

これについて、次の２つの点から非常に重要なメッセージ性を持っているというふうに思

うんですね。この資料を高く評価をしたいというふうに思います。 

 一つは何かというと、従来の長計では、特に本資料の第１章、第２章、この前半部分で

ありますが、ここのところについて、つまり原子力発電の全体の電源構成の中でのウエー

トですね、それについて、従来の長計を見ると「基幹電源に位置づける」とか「最大限に

活用する」とか、あるいは「原子力発電の割合を適切なレベルに維持する」というような、

ある意味で非常に文学的表現というか、そういう表現であったと。それに対して、本日の

この資料は、そのまま次の長計につながるかどうかは別にして（それはこれからの議論の

結果でありますけれども）、この資料を見る限りは、そこのところをかなり具体的に、本

日の３５ページぐらいのところでいえば、数値目標みたいなものを打ち出しているといえ、

これは非常に強い、従来とは違ったメッセージ性を持っているというふうに私は理解をい

たします。それが第１点。 

 それからもう一つ、本資料をサポートしたい根拠は後半部分でありますが、後半部分の

一番重要だと私が思うのは、６３ページですね。この第７章の四角で囲ったところのチェ

ック印が２つあって、その後半部分、「原子力政策と自由化」、これを「整合的」にする
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ように今後いろいろ「見直さなければいけない」ということを言っているところですね。

これも非常に強いメッセージ性であるというふうに私は理解いたします。この２点から、

基本的にこの資料の全体の考え方について賛成だというふうに申し上げたい。 

 ただ、私の発言をそれで終わってもいいんですけれども、せっかくですからもう一言申

し上げたいのですが、それは特に後半部分の、今申し上げた６３ページの自由化と原子力

政策を整合的に推進するため、不断いろいろ見直すというところなんですが、ここへ持っ

てくるまでの論議の運びというか、道行きにはもう一工夫あってよいのではないか。私は

この資料の中では第４章、それぞれの電力事業者に当庁がヒアリングをしている部分。こ

こは本資料の中でかなり重要なウエートを占めている部分だと私は思うのですね。この辺

に議論の運びのウエートを置きながら説明していって、今の６３ページの７につなげてい

るのじゃないかなというふうに、私はそういうふうに理解をいたします。 

 私は、それも一つの考え方だろうけれども、さらにもう一つさかのぼって、私の理解で

は、今から１０年ぐらい前に我が国で電力の自由化を踏み切った。そのときに、私もちょ

っとそれに関係していまして、私は個人的に、私の持論は、「自由化」問題はもう一方で

「原子力の問題」とセットで議論されなければならないと主張し続けていました。つまり

「自由化」というのは「市場」の話ですから「マーケット」の話、それに対して、「原子

力」の方は「マーケット」だけではいかない、つまり「非マーケット」というか、「中長

期的」な問題である。そういうものと整合するような形で「自由化」を考えなきゃいけな

いということを申し上げておったのですね。ところが、その当時のいろいろな状況がござ

いまして、我が国はどちらかというと「原子力」の方をちょっと脇に置いておいて、「自

由化」の方に突っ走ったと思うのですよ。そういう点からいくと、今回のこのメッセージ

は、私はより評価するのは、私が今まで申してきたことを支持してくれているというか、

やはり「この両立というのが重要だよ」ということをここでは「見直す必要がある」と表

現してくれていると、こう理解するのですね。その点で非常に重要だと。 

 こういう立場から見ると、この本資料の第４章の「電気事業者側の対応」だけにウエー

トを置きながら、一番最後の６３ページへと結びつけるべきではなくて、もう一つさかの

ぼっていって、かつての１０年ぐらい前の自由化の議論をしたときに、我が国ではなぜ

「原子力の問題」を一応、ほったらかすとは言いませんけれども先送りしたんだろうかと、

そこのところのいろいろな議論、それからいろいろな前提とか理由とか背景とか、その辺

が今日までにいろいろ変わってきたとか、その辺をもう少し書き込んでから、最後の６３

ページの結論へと結びつけるべきではないのかなというふうに思うのですよ。ですから、

そこまでもう一歩踏み込んでというか、戻って、第４章に加えてもうちょっと言及しても

らった方が、より説得的になるのではないかなという点が一つですね。それが私の意見で
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す。 

 それから、もう一つついでに、これと関連して質問したいのですが、私はその当時は原

子力委員会に関係していなかったものですからちょっとお尋ねしたいのですが、我が国の

自由化の議論がそのようにスタートしたときに、こちらの原子力委員会としては、何かそ

のときに意見とか態度を表明したのでしょうか。つまり「原子力の問題との整合性をと

る」ということをやらないで、「自由化」に突っ走ったわけですね。そのとき、当然原子

力委員会としては言うべきことがあったのではないかなというふうに思うのです。その点

お尋ねしたいのですね。 

 以上です。 

（近藤委員長） はい、ありがとうございました。 

 最後の点は、正確にあったかないかと今すぐに答えられませんが、自由化を展望しつつ、

先ほど現長計はご紹介のありましたように、「原子力発電の持つ諸特性にかんがみ、これ

が電源構成の中で適切な割合を占めるべく、政府は適切な誘導あるべし」としています。

で、その後原子力委員会は、これを踏まえて、自由化の議論の場に向けて何も言わなかっ

たのか、何かアクションをとったかについては、今ちょっと、定かではないんですが、恐

らく電気事業分科会等でのそういうことについての取組を注意深くモニターして今日に至

ったということなのかなと。その間に様々な経緯があったけれども今日、国会に提出され

ている法律が用意されるに至ったことを「適切な誘導あるべし」のその「誘導」の中に、

十全かどうかについての議論はあるかもしれませんけれども、一応よしとしたから静かに

してきたのかなというふうに理解をしています。 

 それでは、笹岡委員。 

（笹岡委員） はい、ありがとうございます。 

 私から、これまでも何度も発言しているんですけれども、国民生活に不可欠なエネルギ

ーを将来にわたって安定的に供給するというのは、憲法で保障したら生存権にかかわる問

題だと、このように思っております。そういう意味で、エネルギー政策基本法の政策目標

にありますように、一つは安定供給、もう一つは環境への適合と、こういったことに対し

て国は重大な責任を負っていると、そういうことですから、あらゆる手段を講じて対処し

なければならないと、このように認識しております。 

 その上で、私も需給部会のメンバーだったんですけれども、需給部会では論議の一番ス

タートに、将来にわたって化石燃料は潤沢で価格も安定的と、こういうことを一番スター

トの資料として出されて論議を始めたんですね。そういうものから見ますと、今日の資料

は非常に的を射ている資料だと、このように認識しております。そういう意味で、原子力

発電が今後とも重要なエネルギー源として期待されるのであれば、国は国民理解と安全を
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最優先として、立地から運転そして廃棄物の処理、処分などに至るまでのライフサイクル

全体につきまして、原子力長計においても核燃料サイクルを含めた原子力発電に対する揺

るぎない決意を示していただきたいと、このように考えております。 

 特に、原子力は立地選定から運転開始まで、その期間とその投資回収期間が非常に長い

ということ、それから国民理解に基づいて一貫した政策でなければならないと、このよう

に考えております。国の急激な政策転換というのは原子力だけではなくて、立地地域の人

たち、また国民私たちはだまされたと、こういうふうなことにつながるんじゃないかとい

うふうに思っております。これは、私が２００１年１０月１８日付の電気新聞に掲載され

ました近藤委員長の論文を読ませていただきまして、非常に共鳴を得ているんですけれど

も、「予防原則と原子力排除」と、こういう表題でございます。とりわけ、ギデンズの

「第３の道」を引用されまして、科学技術の革新を支援する際には、慎重さよりも大胆さ

が求められる方が非常に多いと、こういうことを述べられておりました。そしてこの論文

の最後に、ＣＯＰ７におきましては、条約の原則に基づいて原子力に対する予防原則の教

条的かつ選択的適用を排除して、そしてこの決定が将来において人類が費用対効果に優れ

た方策を享受する権利を奪うことはだめだろう、このように書いてありました。そういう

ことで結ばれておりまして、非常に私はこのことに共感を得ているんですね。 

最後に、この原子力の平和利用を積極的に進めるに当たりましては、数あるエネルギー

選択におきまして、最終的に原子力というものを事業者や国民から選ばれることは非常に

重要だと、このように考えております。それには、将来にわたって供給安定性、環境適応

性そして経済性に魅力のあることが必要でありますので、国におきましても、その達成に

必要不可欠な制度整備、この対応に精いっぱい努力して欲しいというふうに思います。 

 以上です。 

（近藤委員長） はい、ありがとうございました。 

 勝俣委員。 

（勝俣委員） はい、ありがとうございます。 

 資料、非常によく要領よく取りまとめられていると思います。また、資源エネルギー庁

さんが、真っ正面からこれを受けとめたということを私は高く評価したいと思います。ま

た、特にその意味で、６３ページ、６４ページのところで、所要の環境整備を行っていく、

あるいは不断の見直しを行うといったことを大変期待しております。全面的に賛成いたし

ます。 

 そこで、先ほど多少、佐々木先生の自由化に対して若干コメントをしますと、自由化を

始めるときの設計時に当たりまして、原子力問題をどうするかという議論がありました。

しかし、その自由化の設計がどういうふうになるのか、自由化がどう進むのか、まだ不透



  - 33 -

明。また、それが原子力に与える影響がどうなるかというのは、ちょっとわからないとい

うことで、何か問題がありそう、あるいはあったら、それは議論しましょうという留保条

件つきで、この自由化が原子力を多少外に置いて始まったと、こういう経緯があります。

今これを議論するのがいいのかどうかというのは、これまたいろいろな意見があるかもし

れませんけれども、そういう経緯なので、我々としては絶えず原子力問題というのは自由

化と関係しているなということで考えているところであります。 

 さて、この課題を取り組むにはいろいろな問題があるわけですが、当面我々としてしな

くてはいけないことというのは、やはり社会や立地地域からの信頼回復、このために品質

保証の強化あるいは企業倫理遵守の徹底とか情報公開、透明性の確保など、これらに最優

先で取り組んでいくということであります。こうした活動を通じまして、安全と品質管理

の徹底を基礎にいたしまして、安全、安定的な高稼働の原子力の運転を達成する、これが

将来にわたって原子力を利用していくためのインセンティブになると考えております。た

だ、そのためには、いわば技術的な安全性に対する国への信頼あるいは科学的合理的な規

制を推進することが大変大事であり、また国から政策や規制の考え方をきちんと地域に説

明していただくということも必要であるということで、ぜひそこの点をお願いしたいと思

います。 

 もう一つは、メンテの面ですけれども、これから原子力発電所というのは、当面新規プ

ラントが非常に少なくなってくる。こうしたことから、メーカーさんを含めた原子力産業

全体として、技術、技能、人材をどうしていくか、これが大きな課題と認識しております。

私ども、それ自身メーカーさんと共にいろいろお話し合い等を進めておりますが、大きな

課題と思っております。国の方もぜひよろしくお願いしたい。 

 ということで、私ども事業者としましても、近々に発足予定の日本原子力技術協会等と

メーカーも含めまして、原子力産業全体の技術基盤の整備とか安全性の向上に不断の努力

をもって取り組みますので、国、事業者、メーカーさんが一体となってやっていけば、こ

のいろいろな課題というのは決して乗り越えられない壁ではない、また乗り越えなくては

いけないと、こういうことで考えている次第であります。 

 ありがとうございました。 

（近藤委員長） ありがとうございました。 

 田中委員。 

（田中委員） はい、ありがとうございます。 

 今回の資料の第１号でございますが、最新のデータ等を使って分析が行われていまして、

その結論である２０３０年以降も原子力発電、現在の水準程度か、それ以上の役割を期待

することが適切とあるところは理解されるところであります。 
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 また、それらを踏まえまして、最後のところですか、６３、６４ページあたりに今後の

政策課題としてたくさんのことが書いていて、課題群と言っていいんでしょうか、これも

理解できるところでありますが、恐らくこれから議論していく中で、官民の役割分担とい

うのがまた出てくるかと思うんですね。これはかなり言い古した言葉になってしまってい

て、そのときにぜひご注意いただきたいのは、役割、責任の分散にならないように、原子

力の状況について、共通の評価と問題意識を持ちつつ、本当の意味での役割分担になって

欲しいということでございます。 

 ちょっとこれからの検討の中で心配しているところが４つぐらいございまして、それに

ついて申したいと思います。 

 一つは、地方自治体との関係でございまして、昨今の例を見るまでもなく原子力発電所

とか核燃料サイクル施設等の立地、運営が円滑に進められるためには、地方自治体との関

係が極めて重要であります。国とか事業所が地方自治体との情報交換を密にして、説明責

任を果たしていくことは当然ではございますが、もうちょっと何か、一歩前に進めたよう

な方策があってもいいのかなと思っています。具体的にはよくわからないんですけれども、

例えば地方自治体の側としても、施設の立地とか運営に関する対応に一定のルールを設け

るなど、自らの意見を反映しつつ国の施策、進展との関係について、よりよい方策を検討

していくような方法もあっていいんじゃないかというようなことを考えます。それが１つ

目でございます。 

 ２つ目は、何人かの委員の方がご発言ございましたが、現在の炉の最大限の利用という

ことになっていきますと、もちろん規制との関係は重要でございまして、これは別途どこ

かで議論があるかと思います。 

 ３つ目は、電気事業者とか国、メーカーの特性と特徴を十分理解し、それらが前向きに

発揮できるようにすべきではないかと思います。例えば原子力発電は、電気事業分科会等

で議論もありましたとおり、本質的に高い経済性を有しているものでございますので、周

辺環境を整備した中で、競争市場の中で切磋琢磨させることによって、国民社会全体とす

れば原子力発電のメリットを最大限に受けるというふうなことも可能ではないかと考えま

す。また、国民から見れば、事業者よりも国に対する信用の方が大きいわけでございます

ので、したがって国の明確な方針も重要かと思います。 

 ４つ目は、これまで苦い経験ございました。いろいろなトラブルとか不正等によって、

原子力発電全体が大きな影響を受けたところでございます。今後は、このようなことがな

いように万全の対策をすべきではございますが、もし小さなトラブルが起こっても、それ

に適切に対応するような仕組みとメディアあるいは国民の理解も重要かと思います。 

 以上です。 
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（近藤委員長） はい、ありがとうございました。 

 神田委員。 

（神田委員） この資料第１号というのは、２０３０年以降のあまり議論したくなかった

というか、みんながしたがらなかった点に踏み込んだ、一歩進んだ非常に優れた資料だと

思います。というのは、２０３０年以降に何をどうするかということはほとんど議論して

いなかったのに、国の方が先に一歩足を踏み出したという印象を受けました。 

 最初のところに書いてある、２ページ目ですけれども、エネルギー政策基本法のことな

んですが、安定供給の確保と環境への適合というのがあって、その２つが達成されるよう

ならば、市場原理というのを活用して自由化をしようというのがエネルギー政策基本法の

基本的な概念なわけですね。それが何か、私は国も電力会社も自由化ということばかり気

にして、いろいろなことが差し障りが生じてきているような気がいたします。やはり原則

はあくまでも原則で、安定供給と環境への適合ということ、これが第一であって、自由化

の問題というは大分下の問題なのに、ちょっと幅をきかせ過ぎているんではないかという

気がいたします。 

 それから、先週ちょっと輸出の問題でワシントンで議論をしてきたんですが、日本がこ

れから２５年間ぐらい需要が少なく、少し減っているということをアメリカ側は大変絶好

のチャンスというふうに捉えているということがよくわかりました。ということは、日本

の技術者というものの力を利用することができるならば、アメリカは、これから大量に技

術者を必要としているから、日米共同でアメリカに売る原子炉を日本でつくってもらいた

いという要望が強かったということ。それから、中国が例えば２月２８日に４基分の応札、

募集しましたけれども、日本がそれに応札した。それから中川経産大臣がそれに推薦を書

いたとかいう、そういうことはアメリカにとってみれば大変いいニュースで、日本の技術

力が中国の輸出を確保しながら維持してくれれば、それはアメリカにも利用できるという

ふうに思われているということがわかります。それから、もう一つのニュースは、アメリ

カの今年の大学の原子力工学科の受験生が非常に増えて、それが育つまでの間、２０年間

ぐらいは日米共同でうまくやっていきたいという意思が非常に強かった。これが技術者の

数が確保されていることのメリットではないかというふうに思いました。 

 それからもう一つは、定期検査のところが、さっき藤委員も言われましたけれども、定

期検査の柔軟化とか出力状況とかというのは、やはり電力からこれが出たというのを、ち

ょっと僕たちが勝手に言っているのかと思ったら、電力もそういうのをちゃんと言ってく

れているというのがわかりました。実は私の研究所の方で、今、印刷中ですが、１カ月以

内に定期検査という特集号を出します。それは、定期検査をやって受けている方の地方自

治体、労働者、みんなのいろいろな立場から定期検査はいかにあるべきかということを論
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じたものを出します。定期検査がその中の現行に重複している、国の中でも重複している、

あるいは国がやり、あるいは地方自治体がやる、国と地方自治体の定期検査みたいなもの

が重複しているとか、この重複に対する不満というのがかなり出ているということをちょ

っと、この場で議論するのかどうかわかりませんけれども、円滑に原子力政策を進めてい

く上で何となく邪魔になっているということを感じました。 

 最後の、みんながおっしゃいました６３ページのところですが、自由化と原子力政策の

整合性というよりは、もう一歩踏み込んで、私が言ってるのは、エネルギー政策基本法に

基づいて、１番、２番をやって、３番目が非常にあれですから、その中ではもうちょっと

文章を変えて、もうちょっと突っ込めるんじゃないかという気がいたします。 

 以上でございます。 

（近藤委員長） はい、ありがとうございました。 

 橋本委員。 

（橋本委員） 大分、もう意見も出ているんですけれども、先ほどの、今も先生からもお

話ございましたけれども、６３ページのこの話を、私もぜひしっかりと今回の原子力長期

計画の中に書いていっていただきたいと思っております。 

 例えば、今でもこの電力自由化が行われている中で、原子力に限らず火力、水力でも発

電所の立地計画が凍結されているものもあるとか、いろいろあるわけでございまして、ど

ういう形で国としてエネルギー政策を進めるのかということがはっきりわからない。特に、

この電力自由化の中でＩＰＰその他たくさん出てきております。そういったものをこなし

ながら、電力事業者にどうやって原子力発電を進めてもらうかということで、大変私は難

しいんだろうと思うんです。それをしっかり今度の長期計画の中に入れるということが大

変大切だろうと思っております。それから４５ページの方では、その途中の経過として、

既設炉の最大限の活用ということで高経年化対策などが出ております。しかし、ここにも

アメリカでは当初４０年間の運転認可期間で、さらに２０年毎の認可更新ということで書

いてありますけれども、現在の我が国の原子力発電所の状況を見ると２０３０年には２０

基がもう運転開始後５０年越しておりまして、敦賀１号、福島１号あるいは美浜一、二号

などは、すぐ６０年になろうと、そういう状況になりますし、さらに１７基は２０３０年

には、これも４０年越しているという状況になってくるわけでして、それを考えると先ほ

ど来出ていますように、原子力発電の場合には実際の稼働までに大変な時間を要するわけ

ですので、もう今、立地活動を始めていても期間的には足りないぐらいの話ですので、そ

ういったことをどう考えるのか。そのためにも、その６３ページのことについては、特に

しっかりと方向性を出していっていただいて、早期に次の対応を考えていくべきじゃない

かと思っております。 
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 特に先ほど申し上げた２０３０年で５０年を経過するというのが２０基で１４７８万キ

ロワット、それから４０年経過するのが１５４２万キロワットで約３０００万キロワット、

片一方で、今、建設中あるいは着工準備中というのは合わせても２０００万キロワットし

かないということですから、このエネルギー基本計画の中で、原子力に頼る割合が増える

と予測している割にはのんびりしているなという感じを持っておるところです。 

 それからもう一つ、４６ページの中で電気事業者側の対応、定期検査の柔軟化その他書

いてございます。こういったことを書いてございますけれども、実は昨日も私、県の議会

の中の予算委員会において、原子力事業者に大分作業ミスがあったが、報告義務はないけ

れども、報告を受けていたのかという話で質問を受けたんですけれども、品質保証活動に

係る安全規制の強化がなされたものの、相変わらず細かいミスが出過ぎている。これを少

し国民の目で見て安心感を持てるような方向になっていかなければ、なかなかここに書い

てあるような定期検査の柔軟化とか出力状況といったことについては、そう簡単に今は打

ち出せないのかなという感じをしております。事故トラブルが相次いでいる中で、やはり

安全の実績をつくっていかないと、このエネルギー基本法では安全というのは書いてあり

ませんけれども、基本計画の中ではしっかりと安全というところにも入れたはずでござい

ますので、安全をやはり、まず確保できるということを前提にした上での、こういった電

気事業者側の対応ということになってくるのかなと思っております。 

 それからもう一つは、定期安全レビューの結果に対する国の評価あるいはその結果に基

づいた運転継続認可制度などを法的に位置づけしてくれないかということで、これは原子

力発電所の所在地の道府県で構成する団体で要望しておるところでございます。 

 それから、もう一つは、原子力産業の状況と課題で、先ほどお話もございましたけれど

も、人材の話です。これを活用する、あるいは育成することも兼ねて海外に対する協力と

いうものを今強力に打ち出すべきじゃないかなと思っております。原子力産業の技術水準

の維持、人材確保というためには、このアジア太平洋地域における原子力発電の開発普及

に協力するということは、大変役に立ってくれるんではないかなと思っております。 

 それからもう１点は、ぜひ広報ということをしっかりやることです。本当に今日のこの

資料、私よくできていると思っているんですけれども、こういった内容については本当に

わかりやすい形で、この発電所の立地地域はもとより一般消費者にも広報をやって欲しい

ということをお願いしたいと思います。 

 以上です。 

（近藤委員長） ありがとうございました。 

 殿塚委員。 

（殿塚委員） ありがとうございます。 
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 本日、ご説明ありました資料について基本的には評価するということでございます。た

だし、その５０年先、１００年先ということでございますので、その数字そのものがどう

なるか、神のみぞ知る世界であろうかと思いますけれども、少なくとも原子力発電という

ものが、基幹電力として定性的にも、あるいは定量的にも浮き彫りされているということ

として、理解いたします。ますますその重要性が増してくると、そういう思いで拝聴いた

しました。 

 我が国としてもエネルギー全体の政策の中でのビジョンを明確にする中で、将来の原子

力発電のあり方、とりわけ軽水炉のリプレイス時期に対応した我が国としての戦略を明ら

かにする作業、これは非常に重要であると思いますので、前向きに取り組んでいく必要が

あろうかと思います。こういう長期的な予測作業とそれに対する検討は国家としてもぜひ

とも必要と考えます。 

 資料の４９ページに、電気事業者のニーズとしてＦＢＲを今世紀中ごろから順次本格的

に導入できるようにという趣旨の内容が示されておりますけれども、この１０月に発足い

たします日本原子力研究開発機構においても、このニーズを十分に踏まえた上で、ＦＢＲ

の実現に向けての研究開発というのは重点的に取り組まなければならない課題であろうと

考えております。 

 それに関連しまして、電力の自由化の中で電気事業者が開発リスクの大きな研究開発に

対しては、投資しにくくなってくるという環境であるということ、国としても研究開発資

源については、さらに厳しくなると、こういう状況が予想されている中で、この資料の６

４ページにもありますけれども、技術開発を戦略的プロジェクトとして重点化した取り組

みが不可欠であるということ及び実用化を目指した研究開発に対しては、国としてもどの

段階で、どの程度責任を持つかという国の関与のあり方を再考する必要があるんではない

かと考えております。これについても政策課題として、国としてきちんと議論する必要が

あると思います。 

 さらに、省庁間の調整というものを十分図っていただきまして、一貫した技術開発の流

れをとらえて、研究開発政策と産業政策の整合を図るということで、その両者の間に落ち

や抜けというものがないよう議論がなされるべきであろうと考えております。 

（近藤委員長） ありがとうございました。 

 山名委員。 

（山名委員） ありがとうございます。 

 今日ご説明いただきました資料第１号ですが、私も幾つかの大事なメッセージが入って

いるというふうに考えます。 

 まず、今回レファレンスケースとして想定されているものの中が、ＧＤＰに対して現在
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の３分の１のエネルギー消費で設定している、これは非常に厳しい話でありまして、常識

的に言えばとても無理だろうと思うぐらいの数字をまず前提に置いている。これは我が国

が非常に強い省エネが必要であるということを意味しているわけです。 

 それからもう一つは、新エネルギーを相当積極的に入れた上で、原子力が３割、４割必

要だと表現している点です。これは、従来ややもすれば原子力と新エネルギーというのは

競合しているようなところがあったんですが、この資料が言っていることは、新エネルギ

ーもできるだけ導入し、原子力で持つべき部分は原子力で持って３割から４割という、両

者あわせわざでベストミックスを目指していくという一つの提言をしているというふうに

思うわけです。 

 ですから、私は長期政策の中で原子力の位置づけを、従来基幹電源として云々と書くわ

けですが、やはり長期的な脱化石エネルギーの役割分担の中で、新エネルギーとともに非

常に大きな部分の大事な部分を持つ大規模安定電源であるという、そのポジションが原子

力のポジションとして非常に重要になってくるだろうと思います。ですから、従来以上の

原子力の役割の明確化が必要になるんじゃないかというふうに感じました。 

 それからあと２つお話ししたいんですが、今回のこのレファレンスケースで５８ギガで

電力割合で３割から４割ということですが、先ほど言いましたように省エネ効果が非常に

厳しい前提が入っている。それから、新エネルギーを相当入れるということになっていま

す。この新エネルギーやほかの化石燃料を入れる、このモデリングのところで経済原理が

どれぐらい入っているかというのは、これはぜひ質問したいんですが、経済原理を無視し

てやっているとも思えませんので、それぞれが化石燃料が高くなるとか新エネルギーが高

くなったり安くなるということも入った上でこれを出されていると思うんですが、その見

通しが、やはり不確定性を持つだろうと。省エネに失敗した場合どうするか。それから化

石燃料は新エネルギーの経済的なメリットかデメリットかわかりませんが、それがどうな

るかというのは、まだまだ不確定なものがあります。ですから、このリファレンスケース

というのは、多分やはり今後また変わっていくだろうと。 

 ペシミスティックに見ると、やはり厳しかったという方向に行く可能性はあります。で

すから、原子力の割合がもっと増える可能性も当然あるということになります。その場合

には、現状維持じゃなくて、では新規に原子力を増やすにはどうしたらいいかという議論

が当然入っていきまして、これは政策的に大問題になってくるわけですね、新規立地の話

を含めてです。ですから、政策的にはこれをリファレンスとしながらも、どう転ぶかとい

うことを十分対応を入れておくということが大事だと思います。 

 特に、電力に関してはこれで結構ですが、先ほどの一次エネルギーのかなりの部分は、

自動車、運輸に使われているんですね、我が国は。油を燃やしているわけです。これもい
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ずれ破綻するのは、石油の供給が止まることを考えると当たり前のことですから、当然運

輸のエネルギーを水素なり電気自動車なり原子力で供給する可能性も当然残されている。

そうすると、やはりそういう幅をよく考えていくことが大事だと思います。 

 それからもう一つが、やはりこのように国是として原子力がこれぐらいの割合で必要で

あるということはよく示していただいたんですが、それがそのように達成されているメカ

ニズムは何であるかということになります。最も理想的なのは、この原子力が安くて安全

で安定であれば、自動的にこの電源は４割ぐらい入っていくはずだと。つまり、原子力を

安くしておくことが最も重要なことです。それで、では現在５．何円とこの間、燃料サイ

クルの議論でやりました。化石燃料よりもまだ安いんですが、今後原子力が他電源、特に

化石燃料に対して圧倒的に安い電源でいられるためには、今何をやらないかんのか。政策

的に何をやらないかんのかということが、今考えるべきことであります。 

 一つは、既に動いている炉を動かす。これは設備の償却が終わっているから安い電源と

してとてもいい考えであります。次に、それでも老朽化した場合に、次の原子炉を、つま

り次世代軽水炉というのをどう入れていくかということが、もう既に相当真剣な議論が進

まなくてはいけない段階に来ている。まず、次世代軽水炉というのは、相当経済性が上が

ったものでなければならない。現状よりも３分の２ですとか、半分ぐらいの経済性でいく

ぐらいのものを目指すべきである。そのためには、先ほどの近藤先生の昔の論文で大胆さ

が求められるという、そこに戻ると思うんですが、例えば炉型を徹底的に標準化するとか、

今までの原子炉のメーカーさんの体制をよく合理化するとか、安全関係を合理化していく

というような、本当に安い軽水炉をつくるような技術改善、それを支えるための産業側と

電力事業者さんの体制や姿勢の変更なども必要になるんじゃないか。そこで大きな革新が

できれば、次世代軽水炉は安い電源として十分安定に入っていける可能性がある。つまり、

政策的には次世代軽水炉のロードマップにある程度力を入れていく必要があるというふう

に考えております。 

 以上です。 

（近藤委員長） はい、どうもありがとうございました。 

 渡辺委員。お待たせしました。 

（渡辺委員） ありがとうございます。この間、健康上の理由で欠席しておりまして、大

変失礼いたしました。今回は４点、基本的な点について申し上げたいと思います。 

 まず第１点目ですが、電力自由化との関係についてです。来月の１日から産業用、業務

用の電力の９割以上が自由化されるということで、本格的な展開段階に入るわけですが、

日本は言うまでもなく市場経済を前提に経済社会運営を行っておりまして、本来、電気事

業者がどのような形で電力供給をするかは事業者の自主性や選択に任されるべきものだと
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思います。原子力発電は、経済性においても、ほかのエネルギーに比べて遜色ないと整理

されているわけですので、事業者が自主的に判断して進められることが基本だと思ってお

ります。 

 ２点目は、我が国のエネルギー政策についてですが、省エネ、新エネ、燃料電池や水素

分散型など、総合的で多面的な取り組みが求められていて、原子力はその一つとして、一

部として位置づけられるものだということです。一つのエネルギーに過度に依存すること

が大きなリスクを抱えていることは、２年前の東京電力の不祥事による電力危機の際にも

指摘されてきたことだと思います。原子力発電が一度稼働させたら一定の出力で運転しな

ければならないということを踏まえておく必要があるというわけで、電力需要の季節別、

時間帯別の変動が激しい日本の現状を踏まえるならば、電源に占める原子力発電の割合も

限界があることを認識しておくべきではないかと思います。 

 ３点目ですが、廃炉の問題です。資料の３３ページでは、なぜか４０年廃炉のケース、

６０年廃炉のケースを比較した資料が出されておりますが、資源エネルギー庁はいつから

二酸化炭素対策を廃炉の問題とリンクさせて考えるようになったのでしょうか。廃炉にす

るかどうかの判断は安全基準が基本中の基本であって、安全から見た結果として何年で廃

炉にするかが決まるのではないかと思います。この資料のように、基本的に前提とすべき

安全性問題に触れずに、廃炉の年限を延ばすのが二酸化炭素対策に有効であるかのような

資料のつくり方につきましては、大変危惧を感じております。多くの立地地域では、高年

化対策として安全対策がシビアに問われていますし、廃炉の問題はこのようなところで断

片的に触れるのではなくて、原子力発電にかかわる一つの重要な課題として整理しておく

必要があるのではないかと思います。 

 また、電力自由化に関連して、電気事業者からのヒアリングのまとめとして、経済性や

投資リスクが上げられて、その対応として既設炉の最大限活用や定期検査の柔軟化が書か

れておりますが、これらも安全性確保を第一義的に考えるべきであって、安全基準に基づ

いて総合的に検査、評価するとした上でのことだと思います。 

 最後に、今回議論していく際の時間軸の置き方についてですが、エネルギー基本計画や

最終取りまとめ段階に入っております２０３０年のエネルギー需給展望においても、２０

３０年を一つの節目としています。今回の資料は、随所で２１００年までを時間軸にとっ

て、２０３０年以降のことまで方向づけようとしていますが、これらは研究開発の結果次

第で大きく変化するものではないかと思います。とても２１００年までの変化を確たる証

拠を挙げて方向づけできるものではないと思います。今回の議論では、時間軸の基本を２

０３０年までとして資料も整理すべきではないかと思います。 

 以上です。 
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（近藤委員長） はい、ありがとうございました。 

 それでは、山地委員。 

（山地委員） ありがとうございます。 

 発電電力量のうちの３割ないし４割程度の目標、その件についてちょっと簡単に申し上

げたいと思います。 

 私は、政策というのは、仕組みというのも大事ですけれども、目標というものがあると

思います。そういう意味では、結果として私も３割ないし４割あたり、あるいはそれをち

ょっと超えるところ、そのあたりというのはいいところかなと思っていますけれども、プ

ロセスが大事です。透明な議論が必要だということはここで確認しておきたい。その点で

は幾つかあるんですけれども、ここでは十分な時間がないので、できれば後の機会にした

い。 

 申し上げたいのは、その三、四割というのが２０３０年以降５８００万キロワットとい

うことです。これは、ちょうど３０年ぐらい前に、それから先の１０年後、つまり２０年

前の１９８５年の目標が６０００万キロワットだったのですが、それに大体近い数字なん

ですね。そのときは、その３０年前当時は大体５００万キロワットぐらいしかなくて、１

０倍にするということだったんですね。一方、現在４６００万キロワットぐらいですから、

これから２割強ぐらい増加するということで、本来ならそれほど大きな問題でもないよう

に思うんだけれども、非常に難しい、難しいと言っているというわけですね。やはり、こ

れはしたがって、原子力が置かれている状況は非常に厳しいんだという認識が私は表れて

いるなという理解をしています。 

 そこからちょっと申し上げたいんですけれども、先ほど勝俣委員から資エ庁さんに対し

てジャブのようなものがありましたけれども、つまり自由化のもとで、どうも電力と政府

の目標との間に、ちょっとぎくしゃくした関係ができている。目標達成といってもどうや

って達成するのか。お互いにどちらがリーダーシップをとっているかわからなくなってい

る。これでは原子力は漂流する可能性があるということを、私は心配します。お互い表面

上、いろいろ言っておられるんだけれども、どうもあまり新規に関してはやりたくないな

というところが少しあるような気が、どうしてもいたします。そのときにしかし、やはり

公的な目的で原子力が必要だということは、私は認めるのですけれども、ではどうやって

それを実現するかが問題です。その点のキーワードは、私は６４ページのところの、制度

関連の「需要面の対応」とぽつんと書いてあるんですけれども、ここかなと思って見てい

るんです。これは原子力発電の需要と見るんだと思うんですけれども、どうやって原子力

発電用の負荷を確保するかということですよね。ここを具体的にどう考えておられるのか。

それを聞きたいし、ここでもちょっと議論をすべきことではないかと思っております。こ
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れが１点。 

 もう一つは非常に簡単なのは、６３ページですけれども、総論のところで「バックエン

ドについてのリスク低減」というのがあって、これは重要なことだと思っているんですが、

ここで言うリスクというのは何かということなんです。安全は別途議論するということを

見ると、ここで言うリスクは財務とか経営リスクかなと私は解釈するんですが、そう解釈

して良いかどうか確認したい。もしそうだとすると、それはでは今もバックエンドの手当

の制度ができつつありますが、それを超えて何かを考えているのか、あるいはここで考え

るのかどうか、そういうことについても明らかにしていただきたい。 

 以上です。 

（近藤委員長） はい、ご意見というか質問になっちゃったけれども。ありがとうござい

ました。 

 では、井上委員。 

（井上委員） 井上です。よろしくお願いします。 

 もう、いろいろご意見が出たので言わずもがなという感じはしますが、いい資料をあり

がとうございました。ちょっとこれを読んでいて少し思ったことがありますので、２点ば

かり。 

 まず２１ページの、我が国のエネルギーの５割弱を石油に依存しているという、こうい

う状況があります、このグラフがありますけれども、それでは、この石油の輸入した全石

油の何％が電気に使われているのかというのが気になって、先ほど伴委員の方もおっしゃ

っていたんですが、聞きましたら１０％前後が電気に使われていると。残りの９０％はで

は何かというと、いわゆるガソリンとか軽油とか輸送燃料それからナフサ、灯油、重油と

いう民生家庭とか輸送とかというものに使われて日本経済の基盤をなしている。そうする

と将来的に水素などで輸送燃料も開発すると言われていますけれども、当面まだ難しいわ

けで、電力を賄うための石油の比率が１割だというのは、ちょっとまずびっくりしました。

もっと中東もしくは石油に依存しているのかと。 

 では、この１割の石油の輸入国はどこなのかというのも、ちょっと教えていただいたら、

インドネシアが５９％で、中国が２５％で、オーストラリア８％、ベトナムが１．８％、

その他小さなところから、合計９４％がほとんどアジアから輸入しているというのを２０

０３年のデータで教えていただきました。とすると、電力に使っている石油は、中東から

は一滴も来ていないということになるんでしょうかと、まず、ええっと、これはちょっと

思いました。 

 では、私は関西電力さんのエリアに住んでいますので、関電さんの電気はどこの石油を

使っているのかと聞きましたら、インドネシアが９０％で中国が１０％だそうです。他の
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電力さんはわかりませんけれども、この比率は電力さんによって経営戦略上のいろいろ、

最も経済的なレベルで決まっているのかなと思いますけれども、私たちは関西に住んでい

て、生活の中で電気をいただいて、その電気のもとになるのは石油が１割で、その９割が

インドネシアから来ているというのがわかって、例えばこの２１ページとか２２ページの

石油の輸入先の比率、中東８７％依存というふうに書いてあるけれども、実際これは電気

ではないんだというのが、まずその他の工業製品等々の部分であって、そうすると今回の

データのこの資料の発電と一次エネルギーというふうに考えたときに、私たちは中東依存

ではなくてアジア依存であると。そうすると、これはオイルショックのときの石油からど

んどん石炭それからＬＮＧにシフトしていった経過もあると思いますけれども、随分依存

度は下がってきている。だけれども、これから先５年考えたら、この依存レベルが維持で

きるんだろうか。アジアの国々からかき集めてきていると。この集める現状が、これから

先５年も保証されるんだろうかというふうに思いますと、先ほどの資料のアジアの状況、

中国、インドの状況を見たら、これはもう、マラッカ海峡には海賊も出ますし、インドネ

シアのパイプラインを持ってくるわけにもいきません。これはどうなるのかと、ちょっと

私はこのデータから電力を読み取ること、電気へ来ているエネルギーのことを読み取れな

かったのと、それからもっとアジアの国々から資源を確保するということは、私たちの暮

らしの今後の、これから先５年、１０年先の安定供給の確保という、この大命題にマッチ

しているんだろうか、自国のエネルギー資源の確保のためには、もう少しシビアな具体的

なアジアということを射程において戦略が要るのではないかな、そうしませんと私たちの

電気というのは今の状況を確保することができないとも思いましたので、間違っていれば

また教えてください。 

 よろしくお願いします。 

（近藤委員長） ありがとうございました。 

 住田委員。 

（住田委員） 時間がないようですので、手短に申し上げます。 

 エネルギー政策における原子力の位置づけという、この長計に関しては重要なテーマが

今回議題になったということですが、５年前の前回の長計のときに比べて、今回どういう

ふうに変わったかとつらつら考えてみますと、一番大きく変わったのは、ＣＯ２問題におけ

る環境適合性ではないでしょうか。この点において、原子力が非常に優位に立っていると

いうことが言えると思います。そして、これが今や国際的に見ても、日本においても、大

きな課題になってきているという、この切迫感が非常に強いんだろうと考えます。それに

関しまして、もう一つ、諸外国の趨勢というのも５年前と今回とで、やはりもう明らかに

異なったなと思います。 
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 ５年前は、我が国が原子力発電を基幹的なものと位置づけることに対しては、国際的な

潮流に逆行するとか、いかにも遅れていると言わんばかりの議論が随分されていた記憶が

ございますが、今やそういう意味では、時代は変わったなとつくづく思います。それとと

もに、そのとき言われていたアジアのエネルギー資源の脆弱さ、それが現実のものとなっ

て中国やインド、そのあたりの切迫感も出てきているということも大きな違いだろうと思

います。 

 そしてまた、以前のときは、随分問題がありました。事故が相次ぎまして、原子力発電

そのもの、プルトニウムそのものを含めましての安全性というものに対して不信感が非常

に強かったわけなんですけれども、それはそれとしまして、だからやるべきでないという

極論はもう出なくなった。少なくともそれをコントロールするための技術というのを磨く

のが、我が国の科学技術立国の中でもふさわしいやり方だろうということで、かなり大き

なところでの方向づけは決まったんだろうと思います。 

 また放射性廃棄物、バックエンドについて何も決まっていなかったのが、一応の方向性

も見えたということで、やはり５年前の長計に比べて、原子力発電のあり方については、

私個人、国民の目から見ましても、優位性それから基幹電力としての役割というのが、よ

り明らかになってきたなというふうに思います。もちろん反対派の方、批判派の方のご意

見を私は、この民主主義国家の中で非常に重要ですので、今そういうところを比べて考え

たところ、やはりそれだけの差が今回出てきたと思います。 

そうしますと、今後、自由化の問題があるということが挙げられます。それから科学技

術立国としての我が国のあり方の問題もあります。今日、午前中は総合科学技術会議の委

員会があったわけなんですけれども、そこでの、外国と競争する中で日本は価値を創造し、

国際的に貢献していくという方向性からしましても、この原子力の、今言った諸外国に向

けての貢献というのは十分あり得ることであろうと考えます。今回の資料では大甘な、楽

観的な省エネ、新エネの数字が出されていますが、これについては国際的にも、ある意味

ではある程度現実的な論議が始まったのであれば、日本はさらにその一歩先を進んだ現実

論を進めるべきであろうというふうに思います。 

 以上です。 

（近藤委員長） はい。 

 一応ここで一とおりご発言いただきました。勝俣委員、何かございますでしょうか。追

加のコメントか……。 

（勝俣委員） 若干、委員の方にちょっと誤解があるようなので一言申し上げますと、ま

ず渡辺委員の、電源は自主的に判断、これはもう当たり前で、もう昔から電力が自主的に

判断したので、国がこれをつくりなさいと、はいと言ってできるような電源というのは、
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残念ながら日本ではそう簡単にはない。ただ、エネルギー政策として全体で原子力はこの

ぐらいとか石炭はこうではないかとか、そういう大きな方向というのは出ますけれども、

判断は全て電力会社でやっております。 

 それから、多面的取り組みというのは、これも当然でして、フランスのように７割、８

割の原子力ということにはなかなかならないということで、私どもはベストミックスとい

うような考え方でやっているということかと思います。廃炉、既設炉はここに書いていな

いんですけれども、当然安全というのは基本でありまして、安全がなくて廃炉とか既設炉

云々というのはあり得ないと思っております。 

 それから、山地委員は電力会社と国の方でぎくしゃくしているとおっしゃいましたが、

そうではないんですね。自由化の問題というよりも、むしろ基本的には電力需要が今後ど

うなるかということにかかわるわけです。ＢＷＲですと、いわゆる標準設計１３５万ｋｗ

ということで各社統一しています。そうしたときに、１３５万ｋｗをつくるということは、

東京電力ですら、かなり何年かたたないと回収できないぐらいの、今、需要の伸びになっ

ております。東京電力の１０分の１の会社もありますし、そういうところで、とてつもな

く回収期間がかかるので、需要をどうするかと。そのための共同開発とか、こういったこ

との知恵というのは今まで出してきたんですが、今後もそういうことが柱なのであって、

もちろん電力需要が自由化によってどんどんとられるというのも一つの大きなネックには

なりますけれども、基本的には日本の経済成長、電力需要増加にかかわる問題の方が大き

いと考えて、決してぎくしゃくしているわけではないと思います。 

 それから、伴委員の１０％の話は甚だ誤解を生ずる話でありまして、１９７３年の第一

次オイルショック、あのときには火力、石油の使用量というのは７割から８割を占めてい

ました。これをここまで進めてきたというのは、日本のエネルギー政策として脱石油とい

うことで、寄与したのは電力会社です。いわゆる脱石油の７割程度は、恐らく電力会社が

寄与しているものであって、言ってみれば血みどろの努力でここまで来た話を簡単に、１

０％が石油だからこれ以上原子力つくってもしようがないという話は、甚だ残念な話だと

考えております。 

 以上です。 

（近藤委員長） ありがとうございました。 

 橋本委員。 

（橋本委員） すみません、２点だけ。 

 一つは、原子力を利用して水素を製造・使用した場合というのが２９ページに書いてあ

るんですけれども、５０ページの方での中長期の方向性というイメージでありますが、こ

れは電気事業者側の見たイメージ図なのか。実は本県の原研大洗研究所で高温ガス炉とい
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うのをやっているわけですね。そうすると、水素製造をこんなに行うんでしたら、その前

に当然発電も可能となっているわけでして、その辺をどう書くのかということで、その辺

について後で調整をしていただければと思います。 

 それからもう一つ、今のお話、電力需要に関わる問題が大きいという委員のお話ですけ

れども、これも電力自由化が行われてきた後、随分いろいろ電力需要の影響もあって、立

地計画の凍結というのも地元での反対というのもあれば、片一方で電力需要による凍結と

いうのもあります。原子力の場合、特に立地に長期間にかかります。火力でも長期間にか

かります。ですから、この電力需要による凍結計画をどういう仕組みで調整していくのか

ということは、地元にとってはものすごく大きな課題になってまいりますので、エネ庁の

担当かもしれませんけれども、需要見込みはしっかりしたものをもって、特に原子力を進

める場合にはきちんとした形で長期的に進めていただきたいと思います。 

 以上です。 

（近藤委員長） はい、ありがとうございました。 

 まだ議論が足りないと思いますが、お約束の時間が大分過ぎていますので、ここで今日

の議論は終わりにさせていただきますが、事務局としてここで誤解を解いておいた方がよ

いと思う点が幾つかあると思います。それについてお話ください。 

（柳瀬課長） それでは、逐一ちょっとお答えする時間がございませんから、幾つか共通

したようなお話もありましたので、幾つか出た主要な論点について申し上げます。 

 一つは、一人の委員から、原子力政策課長としての課題と資料でしょうと、こういうお

話がありましたけれども、これは今日、私が、たまたま代表して申し上げているだけでご

ざいまして…… 

（吉岡委員） 偏った話と言っていませんよ。偏った話と…… 

（柳瀬課長） これは資源エネルギー庁長官まで上げて、庁内の新エネルギー部署、需給

見通しの部署、石油部署、天然ガスの部署それぞれと完全に合意をした上で、資源エネル

ギー庁として書かせてもらったものでございますので、別に私の個人的な意見で出してい

るものではございません。 

 それから、国の関与が、やはりちょっと弱かったんじゃないかと、こういうようなご指

摘がございました。何人かの方からもございました。その前にもご指摘受けてございます。

そういう意味で、電力自由化の中で国がこういう電源政策にどの程度のかかわりを持つか

というのを悩みながら来たここ数年だったと思いますが、今回この資料をお出しするに当

たって、やはりここはもう少し前に出て、はっきりとスタンスを示そうじゃないかという

ことで、今まで２０３０年までしか、ものを言わなかったことについて、その先、細かな

数字は別にして、はっきりとしたスタンスを出そうじゃないかということで、今日の資料
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を出させていただいたわけでございます。 

 それから、その数値目標は不当な政府介入ではないかというご意見もございましたけれ

ども、これは多分、政策のケース・バイ・ケースなんだと思うんです。例えば私どものエ

ネルギーの世界であっても、新エネにつきましては法律をつくって一定の購入量を義務づ

けということもございまして、それはケース・バイ・ケースでいろいろな政策手段がある

ことであって、一般論としてあり得るあり得ないという議論ではないと思いますし、特に

今回、別にこういう義務づけをしようと言っているわけではなくて、こういった数字が実

現できるようにいろいろな誘導策、規制策を導入していったらどうかということを考えて

いこうではありませんかと、こういうことでございます。 

 それから、伴委員からの幾つかの事実関係のことはまたご検討をお願いさせていただい

て、幾つかいただいた中では、ドイツの輸入の話はおっしゃるとおり、ドイツ全体では収

支が大体均衡してございますが、フランスからは相当買って、オランダに相当輸出してい

るということで、国全体のバランスをしているということでございます。 

 それから、佐々木委員の方から話がありましたけれども、これは自由化と原子力を整合

的に進めるというふうに、相当強いメッセージがあるのかということでございますけれど

も、まさにそのとおりでございまして、やはり自由化もだんだん進展をしてきて、影響も

いろいろ見え始めてきているところでございますので、そこをそれぞれ自由化施策は自由

化施策、原子力政策は原子力政策、バラバラにならずに一緒に整合的に進めるようにこれ

からいたしましょうと、こういうことを今回エネルギー庁として申し上げているわけでご

ざいます。 

 それから、山名委員からお話がありました中で、このモデル、２１００年にかけてのエ

ネルギー経済研のモデルでございますけれども、このモデル全体の構成は１２カ国程度で、

その中の日本部分を取り出してモデルをしてございますが、その中で価格も相当インパク

トのあるモデルになってございますが、石油価格等につきましては累積生産量と価格につ

いての相関関係について、それなりに論文の蓄積があるものですから、その相関関係を使

ってございます。 

 それから新エネの価格につきましては、これは累積導入量と価格、これはスケールメリ

ットでは逆に下がっていきますけれども、累積導入量と価格の相関関係から計算をしてご

ざいます。それの均衡点で、それぞれの数字を出してございます。 

 このモデルに絡みまして、伴委員の方から、５８ギガで一定置くために電力需要が横ば

いに置かれているということがありましたけれども、計算上は各々全然独立して計算して

いまして、エネルギー需要を出して、それと一人当たりＧＤＰを出して、それから過去の

推定値からいって電力化率がこれぐらいであると、電力需要量が先に出てきています。そ
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れとは別に、原子力を２０３０年以後横ばいとして仮定して計算しました。こういうふう

に、それぞれインディペンデントに計算をなしてございます。 

 それから、渡辺委員の自由化との関係で、事業者の自主性によって電源選択を選ぶ、任

されるべき、これは勝俣社長からも話がありましたけれども、そのとおりですが、むしろ

コストが安いかどうかということは、確かに原子力は安いわけですけれども、そこに当然

投資するときには、長期投資ですからリスクがどうかとか、そういったことを考えますし、

実際にはバックエンドのところまで考える上で、運転がきちんといくかどうか、そういっ

たことも考えて計算をしませんと、簡単にその発電原価が安いから全部原子力というふう

には当然ならないわけでございます。 

 それから、山地委員からのバックエンドのリスクは、安全をこの資料に入れないという

ことで言うと財務かというご質問がございましたが、バックエンドはいろいろなアプロー

チをする、最終処分場含めていろいろなプロセスについて、立地がうまくいくのかどうか

といったような安全面、それから委員のおっしゃった財務面以外にもそういう現実の立地

とか、そういったことも投資家としては当然考えるリスクではないかと思います。 

 それから、井上委員からのご質問で、アジアからもっと石油を輸入できないのかという

ような話。まさにこれが、ちょっと前の資源エネルギー庁の石油、脱中東政策の一つの柱

であって、中国、インドネシアから相当輸入をしたわけでございますが、冒頭申し上げま

したように、中国自身の石油の需要がものすごく上がってきて、インドネシアも上がって

きました。一時期は相当中東依存度が下がったんでございます。それはどうしてかという

と、中国、インドネシアからの輸入を増やしたからでございましたが、結果的に中国、イ

ンドネシアの自国の需要が強まったために日本に回す余裕がなくなったので、また中東依

存度が高まってしまったということで、逆に言うと、これからアジアからもっと輸入でき

ないかという意味では、随分前にむしろやって、そこは成功したけれども、向こうが逼迫

したのでまた成績が悪くなっちゃったということで、もう１回いろいろアジアのみならず、

脱中東のいろいろな資源開発を一生懸命今やっているわけでございます。 

 以上でございます。 

（近藤委員長） はい。 

 吉岡委員が多分、クレジットの問題でご発言したいのかと。発言をお許しいたしますけ

れども、先ほど申し上げましたように、クレジットの問題は原子力委員会設置法にありま

すように、関係することに関しては関係省庁が事務局足り得ることなので、そのコンテク

ストでもって、今日資源エネルギー庁にお願いしているということをご理解いただいた上

で、ご発言いただければと思います。よろしく。 

（吉岡委員） 簡潔に言いますが、こういう文章がここで出てくる際には、資源エネルギ
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ー庁長官のお許しを得ているということは当たり前の認識であって、それを私があたかも

一課長の権限に基づいた資料だと、そんなことは天地がひっくり返っても、私はそんなば

かなことを言う立場はありませんので、その点を１点指摘します。 

 もう１点だけ言いますと、新エネについては、この言葉は変えるべきだと思いますが、

新エネについてはＲＰＳ法というものを導入して、数値目標を定めて導入を促進している、

そういうケースもあるんだというようなご指摘ですけれども、これは商業段階にない技術

についてはあり得ることです。しかしながら原発は商業段階です。火力をさしおいて原発

に支援をするとか、そういうようなことは、商業段階にある限りは認められるものではな

いと思います。それについて数値目標を定めるというのは、やはり自由経済の原則に反す

るのではないか。エネルギー政策基本法というのがあるんだけれども、これはエネルギー

政策の政策目標であります。しかし、政策がやるべき範囲というのは、世の中の常識で決

まるもので、最近はどんどん狭まっているというふうに認識しております。 

（近藤委員長） はい。 

 原子力ポートフォリオ制度が政策目標実現手段として実際に実現している国もあると記

憶していますけれども、今日はこれ以上は議論しないことにします。さて実はもう一つだ

けお諮りしたいことがあります。何かといいますと、次回以降の策定会議なんですが、次

は３月２９日、４月は１４日と２７日にお願いしているわけでございますけれども、今日

の最初にお諮りというかご紹介申し上げました研究開発の紙とか、同時並行して議論して

います国際問題のワーキンググループの検討状況を踏まえますと、大変恥ずかしいという

か申しわけないんですが、４月にもう１回会議をできないかというふうに考えておりまし

て、これがなかなか、「どの面下げてそんなこと言うんじゃ」と言われるかもしれないん

ですけれども、ぜひ窮状を察していただきまして、ご都合これから事務局に当たらせます

けれども、ぜひご協力を賜ればというふうに考えますけれども、そもそもそんなことをこ

こで言ってもだめだというご発言があれば引っ込めますが、いかがでございましょうか。

よろしゅうございますか。幸い静かにしていただきましたので、それでは事務局から出し

ますので、ご協力の方をお願いします。 

 それでは今日はこれで終わります。事務局何か。 

（後藤企画官） ありがとうございます。 

次回ですが、２９日の１４時から、場所は永田町の都市センターホテルでございます。

２月１０日に利用したところでございますので、よろしくお願いいたします。あと、議事

録の方も適宜よろしくお願いしたいと思います。 

 それでは、４月の件は、また平にご容赦いただいて、我々お願いにまいりますのでよろ

しくお願いいたします。 
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 以上でございます。 

（近藤委員長） 本当に長時間ありがとうございました。 


